
プレスリリース     

    
    
    
    
    

    

                        

 

 

令和２年７月２０日  

 

 報 道 各 位  

 

定款並びに業務規程及び受託契約準則の一部変更に係る認可について 

 

定款の一部変更（令和 2 年 7 月 3 日開催第 56 回 臨時総会決議）並びに業務規程及び受託

契約準則の一部変更（令和 2年 6月 18日開催第 279回 定例理事会決議）につきましては、

農林水産大臣に認可申請しておりましたところ、令和 2 年 7 月 16 日付けで別添のとおり認

可を受けましたことをご報告申し上げます。 

以 上 





定 款 変 更 理 由 書  
 
１ 変更の趣旨 
 

本所の商品市場における取引の決済について、株式会社日本商品清算機構に引き受け
させる方法によるとあるのを、株式会社日本証券クリアリング機構に引き受けさせる方
法とするよう変更するとともに、「清算機構」とあるのを「クリアリング機構」に改める。
また、建玉移管に係る規定を変更及び追加し、クリアリング機構の規則と平仄を合わせる。 

 
２ 主な変更内容 
 
・債 務 引 受 先 の 変 更 第122条 
・変更に伴う名称の置換え 第９条、第10条、第108条、第114条、第115条、第118条及

び第119条 
・建玉移管に係る平仄調整 第125条(変更)並びに第125条の２及び第125条の３(新設) 

 
３ 施行時期等 
 

令和２年７月27日又は農林水産大臣認可の日のいずれか遅い日とする。 
ただし、天災地変その他やむを得ない事由により、先述の日に施行することが不適当な

場合は、理事会が定める日を新たに施行する日とする。この場合、施行に際し必要な事項
は、理事会がその都度定める。 

 
以 上 
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定款変更案対照表 
 

大阪堂島商品取引所  
――― 線は変更箇所  

変 更 案 現  行 
（資産上の要件） 
第９条 （略） 
２～８ （略） 
９ 本所は、第１項の規定による純資産額の最低額を定め若しくは変更したと
き又は会員が第３項から第５項までのいずれかに該当することになったと
きは、その旨を商品取引債務引受業を営むことについて法第167条の許可を
受けた株式会社日本証券クリアリング機構（以下「クリアリング機構」とい
う。）に通知するものとする。 

 
（届出事項） 
第10条 会員は、次の各号のいずれかに掲げる場合に該当するに至ったとき
は、遅滞なく、その旨を書面をもって、本所に届け出なければならない。 
⑴～⑼ （略） 
⑽ 他の商品取引所若しくは大阪取引所において取引参加者若しくは受託
取引参加者となったとき又は会員若しくは受託会員でなくなったとき。 

⑾ クリアリング機構において商品取引清算資格（クリアリング機構の商品
取引債務引受業に関する業務方法書（以下「業務方法書」という。）に定め
る商品取引清算資格をいう。以下同じ。）を有する者（以下「清算参加者」
という。）又は商品取引清算資格を有しない者（以下「非清算参加者」とい
う。）となるとき。 

⑿ 非清算参加者である場合において、その商品清算取引の委託先となる指
定清算参加者（清算参加者であって、他社清算資格（クリアリング機構が

（資産上の要件） 
第９条 （略） 
２～８ （略） 
９ 本所は、第１項の規定による純資産額の最低額を定め若しくは変更したと
き又は会員が第３項から第５項までのいずれかに該当することになったと
きは、その旨を商品取引債務引受業を営むことについて法第167条の許可を
受けた株式会社日本商品清算機構（以下「清算機構」という。）に通知するも
のとする。 

 
（届出事項） 
第10条 会員は、次の各号のいずれかに掲げる場合に該当するに至ったとき
は、遅滞なく、その旨を書面をもって、本所に届け出なければならない。 
⑴～⑼ （略） 
⑽ 他の商品取引所において取引参加者若しくは受託取引参加者となった
とき又は会員若しくは受託会員でなくなったとき。 

⑾ 清算機構において清算資格（清算機構が行う商品取引債務引受業の相手
方となるための資格をいう。以下同じ。）を有する者（以下「清算参加者」
という。）又は清算資格を有しない者（以下「非清算参加者」という。）と
なるとき。 

 
⑿ 清算機構において非清算参加者である場合において、その商品清算取引
の委託先となる指定清算参加者（清算参加者であって、他社清算資格（清
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変 更 案 現  行 
定める他社清算資格をいう。以下同じ。）を有するものをいう。以下同じ。）
を定めるとき又は変更するとき。 

⒀～⒄ （略） 
２ （略） 
 
（会員の処分） 
第108条 （略） 
２～５ （略） 
６ 本所は、第１項又は第３項の規定に基づき全部若しくは一部の商品市場に
おける取引の停止若しくは制限又は除名の処分を受けることとなる会員に
ついて、クリアリング機構に第111条の通知と同時に当該会員の氏名又は商
号若しくは名称、当該処分の内容並びに当該処分を行うに至った事由及び経
過の概要を通知し、当該会員が他の商品取引所の会員であるときは、当該他
の商品取引所に同様の通知をするものとする。 

 
（処分の特例） 
第114条 （略） 
２ 理事長は、第108条第１項の規定にかかわらず、会員がクリアリング機構か
ら商品取引清算資格の取消し又は債務の引き受けの全部又は一部の停止の
処分を受けることとなった場合には、当該処分を斟酌の上、当該会員に対し
６月以内の期間を定めて全部又は一部の商品市場における取引を停止し、若
しくは制限し、又は１億円以下の過怠金を科すことができる。 

３ 理事長は、前項の規定に基づき取引を停止し、又は制限する処分を行った
場合において、他の商品取引所又はクリアリング機構から第112条第３項に
おいて準用する第108条第６項の通知と同様の通知を受理したときは、当該
会員に行った処分を解除又は軽減することができる。 

算機構が定める清算資格をいう。以下同じ。）を有するものをいう。以下同
じ。）を定めるとき又は変更するとき。 

⒀～⒄ （略） 
２ （略） 
 
（会員の処分） 
第108条 （略） 
２～５ （略） 
６ 本所は、第１項又は第３項の規定に基づき全部若しくは一部の商品市場に
おける取引の停止若しくは制限又は除名の処分を受けることとなる会員に
ついて、清算機構に第111条の通知と同時に当該会員の氏名又は商号若しく
は名称、当該処分の内容並びに当該処分を行うに至った事由及び経過の概要
を通知し、当該会員が他の商品取引所の会員であるときは、当該他の商品取
引所に同様の通知をするものとする。 

 
（処分の特例） 
第114条 （略） 
２ 理事長は、第108条第１項の規定にかかわらず、会員が清算機構から清算資
格の取消し又は債務の引き受けの全部又は一部の停止の処分を受けること
となった場合には、当該処分を斟酌の上、当該会員に対し６月以内の期間を
定めて全部又は一部の商品市場における取引を停止し、若しくは制限し、又
は１億円以下の過怠金を科すことができる。 

３ 理事長は、前項の規定に基づき取引を停止し、又は制限する処分を行った
場合において、他の商品取引所又は清算機構から第112条第３項において準
用する第108条第６項の通知と同様の通知を受理したときは、当該会員に行
った処分を解除又は軽減することができる。 
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変 更 案 現  行 
４～６ （略） 
 
（取引資格） 
第115条 （略） 
２ 本所の会員が本所の定める日時までに次の各号のいずれかに該当するこ
ととなったとき、当該会員（以下この条において「違約者」という。）は、本
所の商品市場において取引をすることができない。 

 
⑴・⑵ （略） 

３ 本所の会員が次の各号のいずれかに該当することとなったとき、本所は、
当該会員を違約者とみなし、前項の規定を適用する。 
⑴・⑵ （略） 
⑶ クリアリング機構において支払不能となったとき。 
⑷ （略） 

４ （略） 
５ 本所は、指定清算参加者から、クリアリング機構が定める清算受託契約に
基づき非清算参加者が当該指定清算参加者に対する期限の利益を喪失した
ことをもって、当該非清算参加者の建玉の整理を行いたい旨の申出があり、
本所が当該事実を確認したときは、当該非清算参加者を違約者とみなし第２
項の規定を適用する。 

６ 本所は、第２項、第３項第１号及び第４号、第４項並び第５項に該当する
こととなった会員が他の商品取引所の会員であるとき又はクリアリング機
構において商品取引清算資格を有する者であるときは、当該会員の氏名又は
商号若しくは名称及びその内容を当該他の商品取引所及びクリアリング機
構へ通知するものとする。 

 

４～６ （略） 
 
（取引資格） 
第115条 （略） 
２ 本所の会員が本所の定める日時までに次の各号のいずれかに該当するこ
ととなったとき、当該会員（以下この条において「違約者」という。）は、本
所の商品市場において取引をすることができない。ただし、違約処理を行う
ため本所が必要と認めた取引については、この限りでない。 
⑴・⑵ （略） 

３ 本所の会員が次の各号のいずれかに該当することとなったとき、本所は、
当該会員を違約者とみなし、前項の規定を適用する。 
⑴・⑵ （略） 
⑶ 清算機構において支払不能となったとき。 
⑷ （略） 

４ （略） 
５ 本所は、指定清算参加者から、清算機構が定める清算受託契約に基づき非
清算参加者が当該指定清算参加者に対する期限の利益を喪失したことをも
って、当該非清算参加者の建玉の整理を行いたい旨の申出があり、本所が当
該事実を確認したときは、当該非清算参加者を違約者とみなし第２項の規定
を適用する。 

６ 本所は、第２項、第３項第１号及び第４号、第４項並び第５項に該当する
こととなった会員が他の商品取引所の会員であるとき又は清算機構におい
て清算資格を有する者であるときは、当該会員の氏名又は商号若しくは名称
及びその内容を当該他の商品取引所及び清算機構へ通知するものとする。 
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変 更 案 現  行 
（債務不履行による損害賠償） 
第118条 会員が本所の商品市場における取引に基づく債務の不履行により他
の会員又はクリアリング機構に損害を与えたときは、その損害を受けた会員
又はクリアリング機構は、その損害を与えた会員の信認金について、他の債
権者に先立って弁済を受ける権利を有する。 

２ 第43条の規定による取引の委託者が優先弁済を受ける権利は、前項の規定
にかかわらず、同条の信認金について、他の会員又はクリアリング機構の権
利に対して優先する。 

 
（取引証拠金） 
第119条 取引証拠金は、清算参加者がクリアリング機構に対して支払い、又は
引き渡すべき本所の商品市場における取引に係る債務及び非清算参加者が
指定清算参加者に対して負担する本所の商品市場における取引に係る債務
の履行を確保するためのものとして、クリアリング機構に預託されるものと
する。 

２ 本所の市場における取引について預託しなければならない取引証拠金は、
次のとおりとする。 
⑴ 取引証拠金所要額は、本所の市場における建玉につき、クリアリング機
構が業務方法書の規定に基づき定める商品取引債務引受業に係る取引証
拠金等に関する規則（以下「証拠金規則」という。）の定めるところにより、
クリアリング機構に預託されるものをいう。 

⑵ 取引受渡証拠金は、本所の市場において、受渡しにより決済を行う場合
の受渡玉について、証拠金規則の定めるところにより、クリアリング機構
に預託されるものをいう。 

 
（取引の決済） 

（債務不履行による損害賠償） 
第118条 会員が本所の商品市場における取引に基づく債務の不履行により他
の会員又は清算機構に損害を与えたときは、その損害を受けた会員又は清算
機構は、その損害を与えた会員の信認金について、他の債権者に先立って弁
済を受ける権利を有する。 

２ 第43条の規定による取引の委託者が優先弁済を受ける権利は、前項の規定
にかかわらず、同条の信認金について、他の会員又は清算機構の権利に対し
て優先する。 

 
（取引証拠金） 
第119条 本所は、本所の商品市場における取引を確保するため、理事会の決議
により取引受渡証拠金を定めるものとする。 

 
 
 
２ 前項で定める取引受渡証拠金は、清算機構において清算資格を有する者を
経て、当該清算機構に預託するものとする。 
（新設） 

 
 
 
（新設） 

 
 
 
（取引の決済） 
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変 更 案 現  行 
第122条 本所の商品市場における取引の決済は、クリアリング機構が債務の
引き受けを行う方法により行うものとする。 

２ クリアリング機構において商品取引清算資格を有する者は、当該クリアリ
ング機構との間で取引の決済を行うものとし、商品取引清算資格を有しない
者は、あらかじめ本所に届け出た当該クリアリング機構の他社清算資格を有
する者を通じて取引の決済を行うものとする。 

３ （略） 
 
（未決済建玉の移管又は引継ぎ） 
第125条 会員は、自己に係る建玉（当月限納会日が属する計算区域の翌計算区
域以降の建玉を除く。以下この章において同じ。）及び委託に係る建玉につい
て、他の会員への引継ぎ（以下「建玉の移管」という。）を行うことができる。 

 
 
 
２ 受託会員は、当該受託会員が取次者（商品先物取引業者であって、商品市
場における取引の委託の取次ぎを受託する者をいう。以下同じ。）となる場合
において、当該受託会員の委託に係る建玉について、本所の商品市場におけ
る取引の委託の取次ぎを委託する者（以下「取次委託者」という。）の委託の
取次ぎに係る建玉として他の受託会員へ引継ぐことができる。 

 
 
３ 取次者は、当該取次者が本所の受託会員となる場合において、取次委託者
の委託の取次ぎに係る建玉について、委託者の委託に係る建玉として当該取
次者の取次先の受託会員から引継ぐことができる。 

 

第122条 本所の商品市場における取引の決済は、清算機構が債務の引き受け
を行う方法により行うものとする。 

２ 前項の清算機構において清算資格を有する者は、当該清算機構との間で取
引の決済を行うものとし、清算資格を有しない者は、あらかじめ本所に届け
出た当該清算機構の清算資格を有する者を通じて取引の決済を行うものと
する。 

３ （略） 
 
（未決済建玉の移管又は引継ぎ） 
第125条 本所は、受託会員が本所の別に定める届出をしている場合であって、
当該受託会員及び他の受託会員の双方からの申出に基づき本所が必要と認
めたときは、当該受託会員の委託に係る建玉であって未決済のもの（以下「未
決済建玉」という。）を他の受託会員へ移管することができるものとし、当該
未決済建玉の移管を行わせることとなったときは、速やかに清算機構に通知
するものとする。 

２ 本所は、受託会員が他の受託会員の取次者となる場合、かつ、本所が別に
定める届出をしている場合であって、当該受託会員からの申出に基づき本所
が必要と認めたときは、当該受託会員の未決済建玉を本所の商品市場におけ
る取引の委託の取次ぎを委託する者（以下「取次者」という。）の取次ぎに係
る建玉であって未決済のもの（以下「取次未決済建玉」という。）として他の
受託会員へ引継ぐことができるものとし、当該引継ぎを行わせることとなっ
たときは、速やかに清算機構に通知するものとする。 

３ 本所は、他の受託会員の取次者が受託会員となる場合、かつ、本所が別に
定める届出をしている場合であって、当該取次者からの申出に基づき本所が
必要と認めたときは、当該取次者の取次未決済玉を当該受託会員となる者の
未決済建玉として引継ぐことができるものとし、当該引継ぎを行わせること
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変 更 案 現  行 
 
 
（清算参加者の建玉移管） 
第125条の２ 清算参加者の先物取引に係る建玉に関する事項は、クリアリン
グ機構の業務方法書に定めるところにより行うものとする。 

 
（建玉の移管の成立） 
第125条の３ 前条の場合において、建玉の移管は、クリアリング機構が承認し
た時に成立するものとする。 

２ 先物取引に係る建玉の移管は、本所が定める値段をもって行われるものと
する。 

 
附則 
１ 令和２年７月３日開催の総会において決議された第９条（資産上の要件）、
第10条（届出事項）、第108条（会員の処分）、第114条（処分の特例）、第115
条（取引資格）、第118条（債務不履行による損害賠償）、第119条（取引証拠
金）、第122条（取引の決済）及び第125条（未決済建玉の移管又は引継ぎ）の
変更並びに第125条の２（清算参加者の建玉移管）及び第125条の３（建玉の
移管の成立）の新設は、令和２年７月27日又は農林水産大臣の認可の日（令
和２年７月１６日）のいずれか遅い日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、天災地変その他やむを得ない事由により、同項
に定める日に施行することが適当でないと本所が認める場合は、理事会が定
める日を新たに施行する日とする。この場合において、施行に際し必要な事
項については、理事会がその都度定めることとする。 

３ 本所に対する会員の定率会費予納額については、第１項に定める施行の日
の取引に係る徴収分から、本所が徴収する。 

となったときは、速やかに清算機構に通知するものとする。 
 
 
（新設） 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 





 

 

業務規程及び受託契約準則変更理由書 
 
１ 変更の趣旨 
 
【業務規程】 
定款において、本所の商品市場における取引の決済が、株式会社日本証券クリアリング

機構（以下「クリアリング機構」という。）に引き受けさせる方法に変更されることに伴
い、所要の変更を行うとともに、受渡決済に係る条項の一部（商品特性に係るものを除く
部）に関しては、クリアリング機構に移行させ、決済業務に係る区分を明確にする。 
また、違約処理に関してはクリアリング機構主導で行われることから、それらに関係す

る条項を削除又は削ることとする。 
 
【受託契約準則】 
業務規程における変更（違約処理に係る条項に対する取扱いを除く。）と同様の変更を

行うとともに、商品先物取引と金融商品デリバティブ取引に係る証拠金等の一体管理の
特例を設け、委託者等の利便性の向上を図ることとする。 

 
２ 主な変更内容 
 
【業務規程】 
・債務引受先の変更に係る変更 

第５条の２、第21条、第41条、第47条、第58条、第154条から第158条まで、第163条、
第171条 

・受渡し決済に係る条項の整理 
第60条、第63条、第65条から第70条まで、第74条、第77条、第79条から第86条まで、

第88条の２、第88条の８から第88条の20まで、第88条の23、第88条の27から第88条の
36まで、第88条の39及び第108条から第120条まで 

・違約処理に関する条項の削除等 
第20条、第28条及び第172条から第181条まで 

・その他の文言等の整理 
第42条、第48条、第５章第10節の節名及び第９章 

 
【受託契約準則】 
・債務引受先の変更に係る変更 

第１条、第２条、第７条から第11条まで、第13条、第16条、第18条、第22条、第24
条、第24条の４、第27条並びに第27条の２、第30条、第32条、第37条、第40条の３及



 

 

び第41条から第43条まで 
・商品先物取引及び金融商品デリバティブ取引に係る証拠金等の一体管理の特例新設 

第13章及び第72条 
・その他の文言等の整理 

第11条の３、第31条並びに第12章及び第65条から第68条まで 
 
３ 施行時期等 
 

令和２年７月27日又は農林水産大臣認可の日のいずれか遅い日とする。 
ただし、天災地変その他やむを得ない事由により、先述の日に施行することが不適当な

場合は、理事会が定める日を新たに施行する日とする。この場合、施行に際し必要な事項
は、理事会がその都度定める。 

 
以 上 
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業務規程変更案対照表 
 

大阪堂島商品取引所  
――― 線は変更箇所  

変 更 案 現  行 
業務規程 

 
（売買注文の受付） 
第５条の２ 本所は、第２条に定める立会時において、会員（商品先物取引法
（昭和25年法律第239号。以下「法」という。）第２条第19項に規定する清算
参加者（以下「清算参加者」という。）又は非清算参加者であって他社清算参
加者（清算参加者であって株式会社日本証券クリアリング機構（以下「クリ
アリング機構」という。）の商品取引債務引受業に関する業務方法書（以下「業
務方法書」という。）に規定する他社清算資格を有する者をいう。）と清算受
託契約（クリアリング機構の業務方法書に規定する清算受託契約をいう。）を
締結した者に限る。）が使用する売買注文入力装置（定款第116条第１項に規
定する売買注文入力装置をいう。以下同じ。）から入力された売買注文を受け
付けるものとし、その受付順序に従って、直ちにその内容を中央処理装置（対
当する売買注文の間に取引を成立させる装置をいう。以下同じ。）に登録する
ものとする。 

 
 
第20条 （削除） 
 
 
 
 

業務規程 
 
（売買注文の受付） 
第５条の２ 本所は、第２条に定める立会時において、会員（商品先物取引法
（昭和25年法律第239号。以下「法」という。）第２条第19項に規定する清算
参加者（以下「清算参加者」という。）又は非清算参加者であって他社清算参
加者（清算参加者であって株式会社日本商品清算機構（以下「清算機構」と
いう。）の業務方法書に規定する他社清算資格を有する者をいう。）と清算受
託契約（清算機構の業務方法書に規定する清算受託契約をいう。）を締結した
者に限る。）が使用する売買注文入力装置（定款第116条第１項に規定する売
買注文入力装置をいう。以下同じ。）から入力された売買注文を受け付けるも
のとし、その受付順序に従って、直ちにその内容を中央処理装置（対当する
売買注文の間に取引を成立させる装置をいう。以下同じ。）に登録するものと
する。 

 
 
（違約処理の場合の特例） 
第20条 本所は、第175条第１項又は第２項第２号に定めるところにより違約
玉の処理を行った場合、当該会員の申出に基づき当該売付けの数量又は買付
けの数量について本所が指定する日において売買約定が成立したものとみな
す。 

２ 前項の規定は、第176条第１項及び第２項第２号から第４号までの場合に
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変 更 案 現  行 
 
 
 
（特別売買） 
第21条 受託会員は、本所の商品市場における立会において次の各号の一に該
当するときは、同一約定値段において、同一限月かつ同一数量につき、本所
の指定したところにより立会中又は立会終了後に本所に申し出て、その承認
を受けたときは、自己が売方及び買方となって売買約定を成立させることが
できる。 

２ 会員は、当月限納会日の立会終了時において、当月限の建玉が、受渡単位
を取引単位で除した値の整数倍にならなかったときは、本所に申し出て、そ
の承認を受けたものについては、クリアリング機構が定める当月限の最終帳
入値段をもって、売買約定を成立させることができる。 

３ 前項において、当該会員のみで売買約定が成立しない場合であって、本所
が認めたときは、当該会員及び他の会員は、本所に申し出て、その承認を受
けたものについては、クリアリング機構が定める当月限の最終帳入値段をも
って、売買約定を成立させることができる。 

４ （略） 
 
 
第28条 （削除） 
 
 
 
 
（帳入値段及び約定差金等） 

ついて準用する。この場合において、「本所が指定する日において」とある
のは「本所が指定した値段をもって」と読み替えるものとする。 

 
（特別売買） 
第21条 受託会員は、本所の市場における立会において次の各号の一に該当す
るときは、同一約定値段において、同一限月かつ同一数量につき、本所の指
定したところにより立会中又は立会終了後に本所に申し出て、その承認を受
けたときは、自己が売方及び買方となって売買約定を成立させることができ
る。 

２ 会員は、当月限納会日の立会終了時において、当月限の建玉が、受渡単位
を取引単位で除した値の整数倍にならなかったときは、本所に申し出て、そ
の承認を受けたものについては、清算機構が定める当月限の最終帳入値段を
もって、売買約定を成立させることができる。 

３ 前項において、当該会員のみで売買約定が成立しない場合であって、本所
が認めたときは、当該会員及び他の会員は、本所に申し出て、その承認を受
けたものについては、清算機構が定める当月限の最終帳入値段をもって、売
買約定を成立させることができる。 

４ （略） 
 
（違約処理の場合の特例） 
第28条 本所は、第176条第１項又は第２項第２号から第４号までに定めると
ころにより違約玉の処理を行った場合、当該会員の申出に基づき当該売付け
の数量又は買付けの数量について本所が指定した約定数値をもって売買約定
が成立したものとみなす。 

 
（帳入値段及び約定差金等） 
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変 更 案 現  行 
第41条 毎計算区域の帳入値段は、クリアリング機構が定める値段とする。 
 
（削る） 
 
 
（削る） 
 
 
 
（削る） 

 
 
（削る） 
 
２ 毎計算区域の帳入値段とその計算区域内における各約定値段との差額に
取引単位の倍率を乗じて得た額を約定差金といい、一の計算区域の帳入値段
とその直前計算区域の帳入値段との差額に取引単位の倍率を乗じて得た額
を帳入差金という。 

 
 
第42条 （削除） 
 
 
（帳入数値及び約定差金等） 
第47条 毎計算区域の帳入数値は、クリアリング機構が定める数値とする。 
 

第41条 毎計算区域の帳入値段は、本所が次の各号に掲げる値段を清算機構に
通知し、清算機構が定める値段とする。 
⑴ １計算区域のうち、帳入値段決定細則に定める時間帯（以下「算出基準
時間帯」という。）において、個別競争取引により成立した約定値段と取引
数量の加重平均により算出した値段をその計算区域の帳入値段とする。 

⑵ 前号において、算出基準時間帯に約定値段がない限月については、同一
計算区域において約定値段がある場合は算出基準時間帯に最も近い約定値
段を、同一計算区域において約定値段がない場合は直前計算区域の帳入値
段をその限月の帳入値段とする。 

⑶ 直前計算区域の帳入値段が存在しない場合又は前二号の規定に基づく値
段が市場の状況等に照らして適当でないと本所が認めた場合については、
帳入値段決定細則に基づき本所が定めた値段を帳入値段とする。 

２ 本所は、前項の規定にかかわらず、必要があると認めるときは、理事会の
定めるところにより帳入値段を設定することができる。 

３ 毎計算区域の帳入値段とその計算区域内における各約定値段とその差金を
約定差金という。 

 
 
 
（帳入差金） 
第42条 既存の建玉は、帳入値段を更新するごとに新しい帳入値段に引き直す
ものとし、両帳入値段の差金を帳入差金という。 

 
（帳入数値及び約定差金等） 
第47条 毎計算区域の帳入数値は、本所が次の各号に掲げる数値を清算機構に
通知し、清算機構が定める数値とする。 
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変 更 案 現  行 
（削る） 

 
 
（削る） 

 
 
 
（削る） 

 
 
（削る） 
 
２ 毎計算区域の帳入数値とその計算区域内における各約定数値との差額に
取引単位の倍率を乗じて得た額を約定差金といい、一の計算区域の帳入数値
とその直前計算区域の帳入数値との差額に取引単位の倍率を乗じて得た額
を帳入差金という。 

 
 
第48条 （削除） 
 
 
（取引の決済額の通知） 
第58条 本所は、定款第122条第３項に基づき、第40条、第46条及び第52条に
定める毎営業日における当該計算区域の取引終了後、第43条及び第49条に定
める会員ごとの売買明細の届出並びに第54条に定めるオプション取引の売
買玉明細及び第55条に定める権利行使の届出に基づき、次の各号に定める金

⑴ １計算区域のうち、算出基準時間帯において、個別競争取引により成立
した約定数値と取引数量の加重平均により算出した数値をその計算区域の
帳入数値とする。 

⑵ 前号において、算出基準時間帯に約定数値がない限月については、同一
計算区域において約定数値がある場合は算出基準時間帯に最も近い約定値
段を、同一計算区域において約定数値がない場合は直前計算区域の帳入数
値をその限月の帳入数値とする。 

⑶ 直前計算区域の帳入数値が存在しない場合又は前二号の規定に基づく数
値が市場の状況等に照らして妥当でないと本所が認めた場合については、
帳入値段決定細則に基づき本所が定めた数値を帳入数値とする。 

２ 本所は、前項の規定にかかわらず、必要があると認めるときは、理事会の
定めるところにより帳入数値を設定することができる。 

３ 毎計算区域の帳入数値とその計算区域内における各約定数値とその差金を
約定差金という。 

 
 
 
（帳入差金） 
第48条 既存の建玉は、帳入数値を更新するごとに新しい帳入数値に引き直す
ものとし、両帳入数値の差金を帳入差金という。 

 
（取引の決済額の通知） 
第58条 本所は、定款第122条第３項に基づき、第40条、第46条及び第52条に
定める毎営業日における当該計算区域の取引終了後、第43条及び第49条に定
める会員ごとの売買明細の届出並びに第54条に定めるオプション取引の売
買玉明細及び第55条に定める権利行使の届出に基づき、次の各号に定める金
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変 更 案 現  行 
額を商品市場ごと、会員ごとに算出し、当該算出額を当該会員及びクリアリ
ング機構に通知するものとする。ただし、受託会員については、委託の計算
をもってする建玉に係るものと自己の計算をもってする建玉に係るものに
区分した額とする。 
⑴ 第41条第２項及び第47条第２項に定める約定差金及び帳入差金の益勘
定又は損勘定の額 

（削る） 
⑵ 第53条第３項に定めるオプション権利行使差金の益勘定及び損勘定の
額 

⑶ オプション取引に係る対価 
⑷ 定款第16条第３項に定める定率会費の額 
（削る） 

（削る） 
 
２ その他クリアリング機構に通知が必要と本所が認めるものについて、速や
かに通知するものとする。 

 
（受渡日） 
第60条 （略） 
２ （略） 
（削る） 
 
 
 
 
第63条 （削除） 

額を商品市場ごと、会員ごとに算出し、当該算出額を当該会員及び清算機構
に通知するものとする。ただし、受託会員については、委託の計算をもって
する建玉に係るものと自己の計算をもってする建玉に係るものに区分した額
とする。 
⑴ 第41条第３項及び第47条第３項に定める約定差金の益勘定又は損勘定
の額 

⑵ 第42条及び第48条に定める帳入差金の益勘定又は損勘定の額 
⑶ 第53条第３項に定めるオプション権利行使差金の益勘定又は損勘定の
額 

⑷ オプション取引に係る対価 
⑸ 定款第16条第３項に定める定率会費の額 
⑹ 法第180条第１項に定める清算預託金の額 

２ 前項第６号に定める清算預託金の額は、別に定める方法で算出した額とす
る。 

３ その他清算機構に通知が必要と本所が認めるものについて、速やかに通知
するものとする。 

 
（受渡しの日時） 
第60条 （略） 
２ （略） 
３ 渡方の指定倉庫が発行した倉荷証券（以下「指定倉荷証券」という。）の
提出並びに受方の受渡代金及び受渡しに賦課される消費税（地方消費税を含
む。以下同じ。）額の納入時限は、当該受渡日の午後１時とする。 

 
（受渡品明細通知書） 
第63条 現物先物取引の渡方は、当月限納会日の午後４時まで（早受渡しにあ
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変 更 案 現  行 
 
 
 
 
第65条・第66条 （削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

っては、当該早受渡しの申出のとき）に、大豆受渡細則の定めるところによ
り、受渡品明細通知書を本所に届け出なければならない。 

 
（受渡先の決定） 
第65条 現物先物取引の受渡しにおいて、受方が２人以上あるときは、本所は、
抽せんをもって指定倉荷証券を交付すべき相手方を定め、これを受渡当事者
に通知する。 

２ 前項の通知を受けた受託会員は、委託者の計算をもってする受渡しに係る
ものと自己の計算をもってする受渡しに係るものを区分して、遅滞なく、本
所に届け出るものとする。 

３ 第１項の抽せん方法は、大豆受渡細則において定める。 
４ 第１項の抽せんは、受渡当事者又はその代理人が立ち会うことができる。 
 
（受渡品検品の請求） 
第66条 受方は、次項の場合を除き、本所に対し、検品請求書を提出して受渡
品につき検品（品質に限る。以下この条において同じ。）の請求をすること
ができる。 

２ 分別生産流通管理された旨を証明された大豆の受渡品にあっては、受方は、
当該分別生産流通管理の証明に係る事項及び遺伝子組換え大豆と非遺伝子組
換え大豆の混入に係る事項についての異議の申立てはできない。 

３ 第１項の請求は、受渡日より30日以内に出庫するものに限り行うことがで
きるものとし、検品請求書の提出時限は、当該受渡品を出庫する前営業日の
午後２時とする。 

４ 本所は、第１項の規定による請求を受けたときは、遅滞なく検品を行い故
障の程度を決定し、これを受渡当事者に通知するものとする。この場合、受
渡当事者は、その決定に対して異議の申立てをすることができない。 
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変 更 案 現  行 
 
 
 
（受渡諸経費の分担） 
第67条 （略） 
２ （略） 
（削る） 
 
 
 
 
 
 
（削る） 
 
 
第68条～第70条 （削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 本所は、前項の規定により検品を行った結果故障があると認めたときは、
その値引金額を定める。 

 
（受渡諸経費の分担） 
第67条 （略） 
２ （略） 
３ 第66条第１項の規定による検品の請求があった場合の経費の分担は、次の
各号によるものとする。 
⑴ 検品の結果、故障がないと認めたときは、受渡日の属する期の翌期から
出庫日の属する期までの倉庫保管料及び検品手数料は、受方の負担とする。 

⑵ 検品の結果、故障があると認めたときは、受渡日の属する期の翌期から
出庫日の属する期までの倉庫保管料は、受方の負担とし、検品手数料は、
渡方の負担とする。 

４ 検品手数料は、大豆受渡細則において別に定める。 
 
（指定倉荷証券提供後の滅失又はき損） 
第68条 渡方が指定倉荷証券を本所に差し出した後、本所がこれを受方に交付
するまでに、その受渡品が滅失又はき損したときは、その滅失又はき損した
損害は、渡方の負担とする。 

２ 前項の規定において、渡方は、その滅失又はき損した部分に対する代品の
提供を受方から請求されたときは、これを拒むことができない。ただし、そ
の滅失又はき損が渡方の責めに帰すべきでない事由によって生じた場合は、
この限りでない。 

３ 渡方が前項のただし書の規定により受渡しを拒むことを本所に申し出たと
きは、本所は受渡し終了とみなし、受方から本所に差し出した受渡代金のう
ち当該数量に対する受渡代金を受方に返付し、代品をもって受渡しをすると
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（受渡日） 
第74条 （略） 
２ （略） 
（削る） 
 
 
 
 
第77条 （削除） 
 
 
 
 

きは、受渡日の翌日から３営業日以内にこれを行うものとする。 
 
（遅滞金） 
第69条 前条第２項の規定により代品提供の上受渡しを終了した渡方は、この
代品提供の部分に対し受渡値段に受渡単位数量を乗じて得た金額の100分の
１を遅滞金として、本所に差し出さなければならない。 

 
（受渡経費及び遅滞金等の徴収・交付の時限） 
第70条 本所は、検品裁定の通知をした日の翌々営業日正午までに第66条第５
項の規定による値引金額、第67条第３項各号の規定による検品手数料等並び
に前条の規定による遅滞金を徴収し、検品手数料を除いた金額を、遅滞なく、
相手方に交付する。 

 
（受渡しの日時） 
第74条 （略） 
２ （略） 
３ 渡方の指定倉荷証券の提出並びに受方の受渡代金及び受渡しに賦課される
消費税（地方消費税を含む。以下同じ。）額の納入時限は、当該受渡日の午
後１時とする。 

 
（受渡品明細通知書） 
第77条 現物先物取引の渡方は、当月限納会日の午後４時まで（早受渡しにあ
っては、当該早受渡しの申出のとき）に、小豆受渡細則の定めるところによ
り、受渡品明細通知書を本所に届け出なければならない。 

 
（希望前検査） 
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変 更 案 現  行 
第79条～第82条 （削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第79条 会員は、現物先物取引の受渡供用品につき、希望によりその品質、量
目及び包装に関し本所の前検査を受けることができる。 

２ 前項の前検査を受けようとする者は、当月限納会日の10営業日前から５営
業日前正午までの期間に、前検査申請書を本所に提出しなければならない。 

３ 第81条第３項の規定は、第１項の前検査について準用する。この場合にお
いて、第81条第３項中「第１項の申立て」とあるのは、「第79条第２項の前
検査申請書の提出」と読み替えるものとする。 

 
（受渡先の決定） 
第80条 現物先物取引の受渡しにおいて、受方が２人以上あるときは、本所は、
抽せんをもって指定倉荷証券を交付すべき相手方を定め、これを受渡当事者
に通知する。 

２ 前項の通知を受けた受託会員は、委託者の計算をもってする受渡しに係る
ものと自己の計算をもってする受渡しに係るものを区分して、遅滞なく、本
所に届け出るものとする。 

３ 第１項の抽せん方法は、小豆受渡細則において定める。 
４ 第１項の抽せんは、受渡当事者又はその代理人が立ち会うことができる。 
 
（受渡品故障の申立て） 
第81条 受方が、受渡品について品質不良、量目不足、包装不良その他の故障
があると認めたときは、本所に対し、故障の申立てをすることができる。た
だし、第79条第１項の規定により前検査を受けた受渡品については、その前
検査の事由になった事項についての故障の申立てをすることができない。 

２ 前項に規定する故障の申立ては、受渡日の翌々営業日の午後２時までに、
第77条に規定する受渡品明細通知書の記載事項及びその理由を記載した書
面を本所に提出して、しなければならない。 
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（受渡諸経費の分担） 
第83条 （略） 
（略） 
（削る） 

３ 本所は、第１項の申立てを受けたときは、遅滞なく故障の程度を決定し、
これを受渡当事者に通知するものとする。この場合、受渡当事者は、その決
定に対し異議の申立てをすることができない。 

４ 本所は、必要があると認めるときは、理事会の決議を経て第２項の故障申
立ての期限を延長することができる。 

 
（受渡品故障申立ての処理） 
第82条 本所は、前条の規定により故障があると認めたときは、次の各号に掲
げる方法によって、これを処理する。 
⑴ 故障の程度が甚だしくなく、値引きによって受渡しを終了させて支障が
ないと認めたときは、その値引金額を定め、受渡しを終了させる。 

⑵ 故障の程度が甚だしく、受渡しに適さないと認めたときは、渡方に対し、
前条第３項の通知をした日から３営業日以内に、代品を提供させる。 

⑶ 前号の規定による代品の提供は１回限りとし、渡方から代品の提供があ
ったときは、本所は、遅滞なく検品を行い、受渡しに適するか否かを裁定
（値引きによって受渡しを終了させて支障がないと認めるときは、値引金
額を定める。）し、適品と認めるときは、受渡しを終了させる。この場合、
受渡当事者は、本所の裁定に対し異議の申立てをすることができない。 

⑷ 渡方が第２号の規定による代品を提供しないとき、又は提供した代品が
受渡しに適さないものであるときは、最初から提供しなかったものとみな
す。 

 
（受渡諸経費の分担） 
第83条 （略） 
２ （略） 
３ 第81条第１項の規定による故障の申立てがあった場合の経費の分担は、次
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第84条～第86条 （削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の各号によるものとする。 
⑴ 検品の結果、故障の申立てが不成立となった部分については、受渡日の
属する期の翌期から検品終了に至るまでの期の倉庫保管料及び検品手数料
は、受方の負担とする。 

⑵ 前条第１号の規定により値引きによって受渡しをさせる部分について
は、受渡しを終了するまでの期の倉庫保管料は受方の負担とし、検品手数
料は渡方の負担とする。 

⑶ 前条第２号の規定により代品を提供して受渡しをさせる場合にあって
は、受渡しに適さないと認められた受渡品の検品手数料及びあらかじめ本
所の検査を経て提供された代品につき受渡しを終了するまでの期の倉庫保
管料及び検品手数料は、渡方の負担とする。 

４ 検品手数料は、小豆受渡細則において別に定める。 
 
（指定倉荷証券提供後の滅失又はき損） 
第84条 渡方が指定倉荷証券を本所に差し出した後、本所がこれを受方に交付
するまでに、その受渡品が滅失又はき損したときは、その滅失又はき損した
損害は、渡方の負担とする。 

２ 前項の場合において、渡方は、その滅失又はき損した部分に対する代品の
提供を受方から請求されたときは、これを拒むことができない。ただし、そ
の滅失又はき損が渡方の責めに帰すべきでない事由によって生じた場合は、
この限りでない。 

３ 渡方が前項ただし書の規定により受渡しを拒むことを本所に申し出たとき
は、本所は受渡し終了とみなし、受方から本所に差し出した受渡代金のうち
当該数量に対する受渡代金を受方に返付し、代品をもって受渡しをするとき
は、受渡日の翌日から３営業日以内にこれを行うものとする。 
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（荷受渡港） 
第88条の２ 荷受渡しをすることができる港（以下「荷受渡港」という。）は、
とうもろこし受渡細則に定めるものとする。ただし、第88条の５に規定する
早受渡しを行う場合又は受渡当事者双方がクリアリング機構の定めるとこ
ろにより合意し同社に通知した場合は、受渡当事者双方が合意した港で荷受
渡しをすることができるものとする。 

 
第88条の７～第88条の20 （削除） 
 
 
 
 

（遅滞金） 
第85条 第82条第３号及び前条第２項の規定により代品提供の上受渡しを終
了した渡方は、この代品提供の部分に対し受渡値段に受渡単位数量を乗じて
得た金額の100分の１を遅滞金として、本所に差し出さなければならない。 

 
（受渡経費及び遅滞金等の徴収・交付の時限） 
第86条 本所は、検品裁定の通知をした日の翌々営業日正午までに、第82条第
１号及び第３号の規定による値引金額、第83条第３項各号の規定による検品
手数料、第82条第２号の規定により生ずることのある格差等並びに前条の規
定による遅滞金を徴収し、検品手数料を除いた金額を、遅滞なく、相手方に
交付する。 

 
 
 
（荷受渡港） 
第88条の２ 荷受渡しをすることができる港（以下「荷受渡港」という。）は、
とうもろこし受渡細則に定めるものとする。ただし、第88条の５に規定する
早受渡しを行う場合又は受渡当事者双方が第88条の11に基づき合意し本所
に通知した場合は、受渡当事者双方が 合意をした港で荷受渡しをすること
ができるものとする。 

 
第88条の７ （削除） 
 
（受渡届出書） 
第88条の８ 渡方及び受方は、とうもろこし受渡細則に定める受渡届出書その
他の必要書類を、当月限納会日の午後４時までに、本所に提出するものとす
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る。 
 
（受渡書類の提出及び受渡しの日時等） 
第88条の９ 渡方は次の各号に掲げる受渡書類を本所に提出するものとする。 
⑴ 船荷証券又は本船荷渡指図書若しくは荷渡指図書 
⑵ 送り状（Invoice） 
⑶ 保険料請求書（Debit Note） 
⑷ その他とうもろこし受渡細則に定める書類 

２ 渡方の受渡書類の提出並びに受方の受渡代金の納入時限は、当該受渡日（早
受渡しを含む。）の午後１時とする。 

３ 前項の規定による受渡書類は、とうもろこし受渡細則に定める事項を完備
したものでなければならない。 

４ 受方は、荷卸を完了したときは、遅滞なく、本所にその旨を届け出なけれ
ばならない。 

 
（受渡先の決定） 
第88条の10 本所は、受方が２人以上あるときは、当月限納会日の翌々営業日
に、とうもろこし受渡細則の定める方法により受渡先を決定し、これを受渡
当事者に通知する。 

２ 前項の通知を受けた会員が受託会員である場合は、自己の計算をもって行
う受渡しに係るものと当該受託会員の委託者の計算をもって行う受渡しに係
るものを区分して、遅滞なく本所に届け出るものとする。 

３ 渡方及び受方並びにその代理人は、第１項の受渡先の決定に立ち会うこと
ができる。 

 
（荷受渡場所の合意） 
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第88条の11 受渡当事者双方は、第88条の２に定める荷受渡港以外の港で荷受
渡しすることを合意した場合には、遅滞なく本所に通知しなければならない。 

 
（受渡品明細書及び本船荷捌会議の通知） 
第88条の12 渡方は、積来本船が当該荷受渡港に入港する予定日の休日を除く
４日前までに本船荷捌会議を開催するものとし、その２営業日前までに、受
渡品明細書及び本船荷捌会議開催予定日を本所に届け出なければならない。 

２ 本所は、前項の届出を受理したときは、速やかに受方にその旨を通知する
ものとする。 

 
（本船荷捌会議） 
第88条の13 本船荷捌会議は、受渡当事者の合議により荷捌きの方法を決定す
るものとする。 

２ 前項の本船荷捌会議について必要な事項は、とうもろこし受渡細則に定め
る。 

 
（本船荷捌明細書及び荷受渡予定日の届出） 
第88条の14 渡方は、本所がとうもろこし受渡細則に定める本船荷捌明細書及
び荷受渡予定日を、当該最初の荷受渡予定日の休日を除く３日前（当日が休
業日に当たるときは、順次繰り上げる。）までに本所に届け出なければなら
ない。 

２ 本所は、前項の届出を受理したときは、遅滞なく、受方にその当該届出に
係る本船荷捌明細書及び荷渡予定日を通知するものとする。 

 
（受渡重量による調整） 
第88条の15 受方は、本所が指定する検定機関が検量した正味陸揚重量を、遅
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滞なく、本所に届け出なければならない。この場合において、検量に要する
費用は、受方の負担とする。 

２ 前項の規定により届け出のあった正味陸揚重量と受渡重量とに過不足を生
じたときは、とうもろこし受渡細則に定めるところにより、調整するものと
する。 

３ 本所は、前二項の規定により算出された金額について、渡方、受方それぞ
れ精算するものとする。ただし、受託会員にあっては、委託者の計算をもっ
てする受渡しに係るものと自己の計算をもってする受渡しに係るものに区分
してするものとする。 

 
（故障品の処理） 
第88条の16 受方が受渡品について冠水、蒸れその他故障があると認めるとき
は、海上保険求償により処理するものとする。 

 
（海難事故等の処理） 
第88条の17 渡方の受渡品を積載した本船の沈没等海難事故により受渡品が
滅失したときは、本所は、とうもろこし受渡細則に定めるところにより処理
するものとする。ただし、当該処理は、当該海難事故の発生した日時以前に
第88条の12に規定する受渡品明細書を本所に届け出ていたものに限り、これ
を行うことができる。 

 
（受渡不能の処理） 
第88条の18 渡方の責めに帰することができない事由により受渡品の船積み
若しくは輸送が行えなくなったとき、その他法令、行政処分等により受渡し
が履行できなくなったときは、本所は、とうもろこし受渡細則に定めるとこ
ろにより処理するものとする。ただし、当該処理は、上記の事由発生以前に
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（受渡日） 
第88条の23 （略） 
２ （略） 
（削る） 
 
 
 
第88条の26～第88条の32 （削除） 
 
 

第88条の12に規定する受渡品の明細を本所に届け出ていたものに限り、これ
を行うことができる。 

 
（荷卸に伴う費用負担） 
第88条の19 受渡供用品の荷卸に係る諸費用の負担は、とうもろこし受渡細則
に定める。 

２ 第88条の10の規定により決定した渡方、受方双方は、とうもろこしの通常
の輸入業務として商慣習により行われている共同荷捌きに準拠して積荷の荷
卸を行わなければならない。 

３ 渡方は、輸入業務及び海上保険求償等について受方の要請があった場合に
は、商慣習により行わなければならない。 

 
（紛争の処理） 
第88条の20 受渡しに関して疑義又は紛争が生じた場合において、本所が決定
した事項については、渡方、受方双方は異議を申し立てることができない。 

 
（受渡しの日時） 
第88条の23 （略） 
２ （略） 
３ 渡方の受渡書類の提出並びに受方の受渡代金及び受渡しに賦課される消費
税（地方消費税を含む。以下同じ。）額の納入時限は、当該受渡日の午後１
時とする。 

 
第88条の26 （削除） 
 
（受渡品明細通知書） 
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第88条の27 現物先物取引の渡方は、当月限納会日の午後４時まで（早受渡し
にあっては、当該早受渡しの申出のとき）に米穀受渡細則の定めるところに
より、受渡品明細通知書を本所に届け出なければならない。 

 
（受渡書類の条件） 
第88条の28 受渡書類は、次のとおりとする。 
⑴ 東京コメ 指定倉荷証券 
⑵ 新潟コシ、秋田こまち及び宮城ひとめ 本所が別に定める荷渡指図書及
び在庫証明書 

２ 指定倉荷証券及び荷渡指図書は、産地品種銘柄、産年及び等級が同一のも
ので、第９条の受渡単位ごとに１通とし、寄託当時の時価に相当する価格を
保険金額とした火災保険をつけ、かつ、事故等の記載のないものでなければ
ならない。 

 
（希望前検査） 
第88条の29 会員は、現物先物取引の受渡供用品につき、希望によりその品質、
量目及び包装に関し本所の前検査を受けることができる。 

２ 前項の前検査を受けようとする者は、当月限納会日の10営業日前から５営
業日前正午までの期間に、前検査申請書を本所に提出しなければならない。 

３ 本所は、前項の申立てを受けたときは、遅滞なく故障の程度を決定し、こ
れを受渡当事者に通知するものとする。この場合、受渡当事者は、その決定
に対し異議の申立てをすることができない。 

 
（受渡先の決定） 
第88条の30 現物先物取引の受渡しにおいて、受方が２人以上あるときは、当
月限納会日の翌営業日に米穀受渡細則に定める方法で、受渡先を定め、これ
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を受渡当事者に通知する。 
２ 前項の通知を受けた受託会員は、委託者の計算をもってする受渡しに係る
ものと自己の計算をもってする受渡しに係るものを区分して、遅滞なく、本
所に届け出るものとする。 

３ 受渡当事者又はその代理人は、第１項の受渡先決定に立ち会うことができ
る。 

 
（受渡品故障の申立て） 
第88条の31 受方が、受渡品について品質不良、量目不足、包装不良等の故障
があると認めたときは、本所に対し、故障の申立てをすることができる。た
だし、第88条の29第１項の規定により前検査を受けた受渡品については、そ
の前検査の事由になった事項についての故障の申立てをすることができな
い。 

２ 前項に含まれない故障の申立てについては、米穀受渡細則に定めるところ
によるものとする。 

３ 第１項及び第２項に規定する故障の申立ては、受渡日の７営業日後の午後
２時までに、第88条の27に規定する受渡品明細通知書の記載事項及びその理
由を記載した書面を本所に提出しなければならない。 

４ 本所は、第１項及び第２項の申立てを受けたときは、第88条の29第３項の
規定を準用する。 

５ 本所は、必要があると認めるときは、理事会の決議を経て第３項の故障申
立ての期限を延長することができる。 

 
（受渡品故障申立ての処理） 
第88条の32 本所は、前条の規定により故障があると認めたときは、次の各号
に掲げる方法によって、これを処理する。 
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（受渡諸経費の分担） 
第88条の33 （略） 
２ （略） 
（削る） 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑴ 故障の程度が甚だしくなく、値引きによって受渡しを終了させて支障が
ないと認めたときは、その値引金額を定め、受渡しを終了させる。 

⑵ 故障の程度が甚だしく、受渡しに適さないと認めたときは、渡方に対し、
前条第４項の通知をした日から５営業日以内に、同等もしくはそれ以上の
産地品種銘柄の代品を提供させる。 

⑶ 前号の規定による代品の提供は１回限りとし、渡方から代品の提供があ
ったときは、本所は、遅滞なく検品を行い、受渡しに適するか否かを裁定
（値引きによって受渡しを終了させて支障がないと認めるときは、値引金
額を定める。）し、適品と認めるときは、受渡しを終了させる。この場合、
受渡当事者は、本所の裁定に対し異議の申立てをすることができない。 

⑷ 渡方が第２号の規定による代品を提供しないとき、又は提供した代品が
受渡しに適さないものであるときは、最初から提供しなかったものとみな
す。 

 
（受渡諸経費の分担） 
第88条の33 （略） 
２ （略） 
３ 第88条の31第１項の規定による故障の申立てがあった場合の経費の分担
は、次の各号によるものとする。 
⑴ 検品の結果、故障の申立てが不成立となった部分については、受渡日の
属する期の翌期から検品終了に至るまでの期の倉庫保管料及び検品手数料
は、受方の負担とする。 

⑵ 前条第１号の規定により値引きによって受渡しをさせる部分について
は、受渡しを終了するまでの期の倉庫保管料は受方の負担とし、検品手数
料は渡方の負担とする。 

⑶ 前条第２号の規定により代品を提供して受渡しをさせる場合にあって
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（削る） 
（削る） 
 
 
 
第88条の34～第88条の36 （削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

は、受渡しに適さないと認められた受渡品の検品手数料及びあらかじめ本
所の検査を経て提供された代品につき受渡しを終了するまでの期の倉庫保
管料及び検品手数料は、渡方の負担とする。 

４ 検品手数料は、米穀受渡細則において別に定める。 
５ 第88条の31第２項の規定による故障の申立てがあった場合の経費の分担
は、米穀受渡細則において別に定める。 

 
（受渡書類提供後の滅失又はき損） 
第88条の34 渡方が受渡書類を本所に差し出した後、本所がこれを受方に交付
するまでに、その受渡品が滅失又はき損したときは、その滅失又はき損した
損害は、渡方の負担とする。 

２ 前項の場合において、渡方は、その滅失又はき損した部分に対する代品の
提供を受方から請求されたときは、これを拒むことができない。ただし、そ
の滅失又はき損が渡方の責めに帰すべきでない事由によって生じた場合は、
この限りでない。 

３ 渡方が前項ただし書の規定により受渡しを拒むことを本所に申し出たとき
は、本所は受渡し終了とみなし、受方から本所に差し出した受渡代金のうち
当該数量に対する受渡代金を受方に返付し、代品をもって受渡しをするとき
は、受渡日の翌日から５営業日以内にこれを行うものとする。 

 
（遅滞金） 
第88条の35 第88条の32第３号及び前条第２項の規定により代品提供の上受
渡しを終了した渡方は、この代品提供の部分に対し受渡値段に受渡単位数量
を乗じて得た金額の100分の１を遅滞金として、本所に差し出さなければな
らない。 
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第88条の38・第88条の39 （削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第108条～第120条 （削除） 
 
 
 
 
 
 

（受渡経費及び遅滞金等の徴収・交付の時限） 
第88条の36 本所は、検品裁定の通知をした日の翌々営業日正午までに、第88
条の32第１号及び第３号の規定による値引金額、第88条の33第３項各号の規
定による検品手数料、第88条の32第２号の規定により生ずることのある格差
等並びに前条の規定による遅滞金を徴収し、検品手数料を除いた金額を、遅
滞なく、相手方に交付する。 

 
第88条の38 （削除） 
 
（合意早受渡し） 
第88条の39 受渡当事者は、第８条第１項、第９条第４号（受渡単位に関する
事項に限る。）、第88条の22から第88条の34まで、第88条の36並びに第154
条第１項及び第３項の規定にかかわらず、受渡当事者が建玉の全部又は一部
について受渡条件について合意し、第３条第１項第３号に規定する納会日前
までに、その合意について当該建玉を有する受託会員等を通じて本所に届け
出、本所が承認した場合には、米穀の合意に基づく早受渡しの特例に定める
ところにより受渡しを行うことができる。 

 
（受渡玉の届出） 
第108条 渡方、受方双方は、受渡玉の数量（受託会員にあっては、自己及び委
託者ごとの数量）を本所に届け出るものとする。 

２ 前項の届出時限は、当月限納会日の午後４時（早受渡しにあっては、申出
時又は応諾の申出時）とする。 

 
（荷受渡港等の届出） 
第109条 第104条第１項及び第２項第２号の規定に該当する受方は、指定する
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荷受渡港（埠頭）（以下この節において「指定荷受渡港（埠頭）」という。）
の名称及び受数量を当月限納会日の翌営業日の午後３時までに、本所に届け
出るものとする。 

２ 前項の届出は、これを変更することができない。 
３ 本所は、第１項の届出を受理したときは、遅滞なく、渡方にその旨を通知
するものとする。 

 
（指定荷受渡港（埠頭）における渡方等の決定） 
第110条 前条第３項の通知を受けた渡方が２人以上あるときは、本所が別に
定める方法により当該渡方間において協議し、最初の受渡日の10日前までに
指定荷受渡港（埠頭）における渡方及び当該渡方が荷渡しする数量を決定す
るものとする。 

２ 前項の方法をもってしても、指定荷受渡港（埠頭）における渡方及び当該
渡方が荷渡しする数量が決定しないときは、本所の裁定により決定するもの
とする。 

 
（受渡品明細通知書） 
第111条 渡方は、積来本船が日本の各港の一に最初に到着する予定日から７
営業日前（台湾糖にあっては本所が別に定める日時）又は本所が別に定める
本船荷捌会議開催予定日の前々営業日のいずれか早い日の正午までに、粗糖
受渡細則の定めるところにより受渡品明細通知書を、本所に届け出なければ
ならない。 

 
（受渡先の決定） 
第112条 本所は、前条の規定による届出を受理したときは、遅滞なく、受方
（当該届出が指定荷受渡港（埠頭）に係るものであるときは、当該指定を行
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った受方。以下この条において同じ。）にその旨を通知するものとする。 
２ 前項の通知を受けた受方は、その希望する荷口について、本所に申し出な
ければならない。 

３ 前項の申出が競合しなかった荷口については、当該申出者を受渡しの当事
者と定め、申出の競合した荷口については、本所が定める方法をもって、受
渡当事者を決定するものとする。 

４ 第２項による申出がなかった渡方の荷口については、その相手方となる受
方のうちから、粗糖受渡細則に規定する方法により、受渡当事者を決定する
ものとする。 

 
（受渡書類の提出及び受渡しの日時等） 
第113条 渡方は次の各号に掲げる受渡書類のうち本所が必要と認めた書類を
本所又は本所が指定する者に提出するものとする。 
⑴ 船荷証券又は本船荷渡指図書 
⑵ 傭船契約書の写 
⑶ 保険証券又は保険証明書の写 
⑷ その他本所が別に定める書類 

２ 渡方の受渡書類の提出並びに受方の受渡代金の納入時限は、当該受渡日の
午後１時とする。 

３ 第１項の規定による受渡書類は、本所が別に定める事項を完備したもので
なければならない。 

４ 受方は、荷卸を完了したときは、遅滞なく、本所にその旨を届け出なけれ
ばならない。 

 
（受渡重量及び糖度格差による調整） 
第114条 受方は、本所が別に定める基準により検定した正味陸揚重量及び糖
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度を、遅滞なく、本所に届け出なければならない。 
２ 前項の規定により届出のあった正味陸揚重量と受渡重量とに過不足を生じ
たときは、粗糖受渡細則に定めるところにより、調整するものとする。 

３ 第１項の規定により届出のあった糖度と格付表に定める標準品の糖度とに
格差を生じたときは、受渡値段から本所が別に定めるところにより算出され
た海上保険料相当額及び海上運賃相当額を差し引いた値段に、格付表に定め
る加減率を適用して、糖度格差金額を算出するものとする。 

４ 本所は、前二項の規定により算出された金額について、渡方、受方それぞ
れ精算するものとする。ただし、受託会員にあっては、委託者の計算をもっ
てする受渡しに係るものと自己の計算をもってする受渡しに係るものに区分
してするものとする。 

 
（超過関税等の徴収・交付） 
第115条 渡方は、前条の規定により届出のあった糖度のいかんにかかわらず、
日本国税関による査定糖度が98.5度以上のときは、次の各号に掲げる相当額
を負担しなければならない。この場合において、本所は、受方からの申出に
より、同各号の相当額をそれぞれ渡方から徴収し、これを受方に交付する。
ただし、受託会員にあっては、委託者の計算をもってする受渡しに係るもの
と自己の計算をもってする受渡しに係るものに区分してするものとする。 
⑴ 日本国税関により賦課される当該粗糖に係る関税相当額 
⑵ 独立行政法人農畜産業振興機構による買入れ及び売戻しが行われる場合
にあっては、当該粗糖に係る売買差額と、糖度98.5度未満の粗糖に係る売
買差額との差額相当額 

 
（故障品の処理） 
第116条 受方が受渡品について雨濡、油浸その他故障があると認めるときは、
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海上保険求償により処理するものとする。 
 
（海難事故等の処理） 
第117条 渡方の受渡品を積載した本船の沈没等海難事故により受渡品が滅失
したときは、本所は、粗糖受渡細則に定めるところにより処理するものとす
る。ただし、当該処理は、当該海難事故の発生した日時以前に産糖国名、積
来本船名及び数量を本所に届け出ていたものに限り、これを行うことができ
る。 

 
（受渡不能の処理） 
第118条 渡方の責めに帰することができない事由により受渡しを行おうとす
る粗糖の船積み若しくは輸送が行えなくなったとき、その他法令、行政処分
等により受渡しが履行できなくなったときは、本所は、粗糖受渡細則に定め
るところにより処理するものとする。ただし、当該処理は、上記の事由発生
以前に産糖国名及び数量を本所に届け出ていたものに限り、これを行うこと
ができる。 

 
（荷卸に伴う義務） 
第119条 受渡品に係る荷卸費、揚港割増賃、早出料、滞船料等については、粗
糖受渡細則に定めるところによる。 

２ 第112条の規定により決定した渡方、受方双方は、甘蔗分蜜粗糖の通常の輸
入業務として商慣習により行われている共同荷捌に準拠して積荷の荷卸を行
わなければならない。 

３ 渡方は、輸入業務及び海上保険求償等について受方の要請があった場合に
は、商慣習により行わなければならない。 
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（削る） 
 
 
第154条～第156条 （削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（紛争の処理） 
第120条 受渡しに関して疑義又は紛争が生じた場合において、本所が決定し
た事項については、渡方、受方双方は異議を申し立てることができない。 

 
第10節 受渡しの決済の方法 

 
（受渡決済等の方法） 
第154条 大豆、小豆、東京コメ、精糖及び冷凍えびの現物先物取引の受渡しに
ついては、渡方は指定倉荷証券であって自己が処分することができるものを
本所に差し出し、受方は受渡代金及び受渡しに賦課される消費税額を本所に
差し出してこれを行う。ただし、受託会員は、委託者の計算をもってする受
渡しに係るものと自己の計算をもってする受渡しに係るものとを区分して渡
方は指定倉荷証券を本所に差し出し、受方は受渡代金及び受渡しに賦課され
る消費税額を本所に差し出すものとする。 

２ とうもろこし及び粗糖の現物先物取引の受渡しについては、渡方はとうも
ろこしにあっては、第88条の９に規定する受渡書類を本所に差し出し、粗糖
にあっては第113条に規定する受渡書類を本所又は本所が指定する者に差し
出し、受方は受渡代金を本所に差し出してこれを行う。ただし、受託会員は、
委託者の計算をもってする受渡しに係るものと自己の計算をもってする受渡
しに係るものに区分して、渡方はとうもろこしにあっては、受渡書類を本所
に差し出し、粗糖にあっては受渡書類を本所又は本所が指定する者に差し出
し、受方は受渡代金を本所に差し出すものとする。 

３ 新潟コシ、秋田こまち及び宮城ひとめの現物先物取引の受渡しについては、
渡方は第88条の28第１項第２号に掲げる受渡書類を本所に差し出し、受方は
受渡代金及び受渡しに賦課される消費税額を本所に差し出してこれを行う。
ただし、受託会員は、委託者の計算をもってする受渡しに係るものと自己の
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計算をもってする受渡しに係るものに区分して、渡方は受渡書類を本所に差
し出し、受方は受渡代金及び受渡しに賦課される消費税額を本所に差し出す
ものとする。 

４ 本所は、受方から受渡代金及び受渡しに賦課される消費税額又は受渡代金
が差し出されたときは、受方に指定倉荷証券又は受渡書類等を交付し、渡方
に受渡代金及び受渡しに賦課される消費税額又は受渡代金を交付するものと
する。ただし、とうもろこしにあっては第88条の９第４項において、粗糖に
あっては第113条第４項においてそれぞれ規定する、受方から本所に対して
届け出があった翌営業日の午後１時までに交付するものとする。 

５ 第１項から第３項までの規定に基づき受渡しによる決済を行うこととなっ
た受渡玉について、受渡しの当事者たる会員が受渡しを履行しない場合、本
所は同項の規定にかかわらず、当該者に次の各号に掲げる場合の区分に応じ、
当該各号に掲げる金額を清算機構に納入させ、清算機構が当該金額を当該受
渡玉の相手方に交付することをもって当月限の最終帳入値段により当該受渡
玉を転売又は買戻ししたものとみなし、その売買約定を結了させることがで
きるものとする。この場合において、当該者が負担する金銭の額は、本所が
その都度定めて清算機構に通知するものとする。 
⑴ 当該者が受方の場合 渡方が受渡しを履行するために要した費用、受渡
品を販売するために必要となる費用、逸失利益及び遅延損害等に相当する
額 

⑵ 当該者が渡方の場合 受方が受渡しを履行するために要した費用、受渡
品を調達するために必要となる費用、逸失利益及び遅延損害等に相当する
額 

６ 前項において、受渡しの当事者たる会員が、やむを得ない理由がないにも
かかわらず、故意に受渡しを履行しない場合、本所は定款第108条の規定に基
づき当該会員に対し処分を行うものとする。 



 

28 

変 更 案 現  行 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（取引証拠金） 
第157条 取引証拠金は、清算参加者がクリアリング機構に対して支払い、又は
引き渡すべき本所の商品市場における取引に係る債務の履行を確保するた
めのものとして、クリアリング機構に預託されるものとする。 

２ 本所の商品市場における取引について預託しなければならない取引証拠
金は、次のとおりとする。 
⑴ 取引証拠金所要額は、本所の商品市場における建玉につき、クリアリン
グ機構が業務方法書の規定に基づき定める商品取引債務引受業に係る取
引証拠金等に関する規則（以下「証拠金規則」という。）の定めるところに
より、クリアリング機構に預託されるものをいう。 

⑵ 取引受渡証拠金は、本所の商品市場において、受渡しにより決済を行う
場合の受渡玉について、証拠金規則の定めるところにより、クリアリング
機構に預託されるものをいう。 

（削る） 
 
 

 
（受渡手数料の徴収） 
第155条 本所は、必要があると認めるときは、理事会の定めるところにより、
渡方、受方双方から受渡手数料を徴収することができる。 

 
（前検査手数料の徴収） 
第156条 本所は､会員の申請に基づき第79条第１項､第88条の29第１項又は第

143条第１項に規定する前検査を行う場合は、理事会において別に定める前
検査手数料を徴収することができる。 

 
（取引証拠金） 
第157条 取引証拠金は、清算参加者が清算機構に対して支払い、又は引き渡す
べき本所の市場における取引に係る債務の履行を確保するためのものとし
て、清算機構に預託されるものとする。 

２ 本所の市場における取引について預託しなければならない取引証拠金は、
次のとおりとする。 
⑴ 取引証拠金所要額は、本所の市場における建玉につき、清算機構が業務
方法書の規定に基づき定める取引証拠金等に関する規則（以下「清算機構
取引証拠金規則」という。）の定めるところにより、清算機構に預託される
ものをいう。 

⑵ 取引受渡証拠金は、本所の市場において、受渡しにより決済を行う場合
の受渡玉について、当月限納会日の翌営業日の正午までに、清算機構に預
託されるものをいう。 

３ 前項第２号の取引受渡証拠金を定め若しくは改定したときは、速やかに清
算機構に通知するものとする。 
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（清算参加者の取引証拠金） 
第158条 清算参加者の本所の商品市場における取引に係る取引証拠金に関す
る事項は、取引証拠金規則によるものとする。 

 
第159条～第170条の２ （削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（違約処理） 
第171条 本所は、会員が定款第115条第２項及び第３項の規定により違約者と
なったときは、当該会員が違約発生時に保有するすべての建玉の処理につい
て、クリアリング機構の業務方法書に定めるところにより行うものとする。 

（削る） 
 
（削る） 

（清算参加者の取引証拠金） 
第158条 清算参加者の本所の市場における取引に係る取引証拠金に関する事
項は、清算機構取引証拠金規則によるものとする。 

 
第159条～第162条 （削除） 
 
（取引受渡証拠金） 
第163条 取引受渡証拠金は、とうもろこし及び粗糖の取引を受渡しによって
決済する渡方、受方双方から、当月限納会日（早受渡しにあっては当該応諾
日）の翌営業日正午までに預託させるものとする。 

２ 前項の取引受渡証拠金の額は、受渡代金の100分の５に相当する額とする。
ただし、相場に著しい変動がある等理事会が必要と認めるときは、渡方、受
方双方又はその一方の取引受渡証拠金の額を変更し預託させることができる
ものとする。 

３ 第１項の取引受渡証拠金については、調整等が終了し本所が預託の必要が
ないと認めたときは、清算機構に通知するものとする。 

 
第164条～第170条の２ （削除） 
 
（違約処理） 
第171条 本所は、会員が定款第115条第２項及び第３項の規定により違約者と
なったときは、次条から第182条までの規定により処理する。 

 
２ 前項の規定にかかわらず、本所が認めた場合に限り、定款第125条で定める
ところにより未決済建玉の移管ができるものとする。 

３ 本所は、前項による処理を行うこととなった場合は、速やかに、清算機構
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第172条～第181条 （削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

へ通知するものとする。 
 
（違約者の取引の停止） 
第172条 本所は、会員が違約者となったときは、直ちにその旨を当該会員に通
告し、その通告をしたときから、定款第108条又は第114条の規定による処分
が決定されるまでの間、当該会員の本所の商品市場におけるすべての取引を
停止させる。ただし、違約処理を行うため本所が必要と認めた取引について
は、この限りでない。 

 
（違約玉及びその区分等） 
第173条 本所は、第171条第２項の規定により建玉の移管を行うこととなった
建玉を除き、違約者となった会員が違約発生時に保有するすべての建玉を違
約玉とする。 

２ 現物先物取引の違約玉は、受渡しにより決済することが決定している違約
玉（以下「違約受渡玉」という。）及び違約受渡玉以外の違約玉（以下「違約
中間玉」という。）に区分して処理する。 

３ 違約受渡玉のうち、受渡対当数量を除いた差引き受渡玉で受渡しできるも
のがあるときは、第５章の規定によって受渡しさせる。 

 
（被違約者及び被違約玉） 
第174条 本所は、違約受渡玉について、次の方法により被違約者及び被違約受
渡玉を決定する。 
⑴ 違約が第65条、第80条、第88条の10、第88条の30、第96条、第112条及
び第144条の規定により受渡しの相手方が決定した後に生じたときは、当
該違約者の相手方となった会員を被違約者とし、違約受渡玉に対当する反
対受渡玉を被違約受渡玉とする。ただし、割当て抽せんの結果違約受渡玉
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に受渡対当数量がある場合には、違約受渡玉に関係のない会員間の受渡玉
は違約処理に関係なく受渡しさせ、違約受渡玉に関係のある会員間につい
ては、違約受渡玉の受渡対当数量を除いた上で再配分して被違約者及び被
違約受渡玉を決定する。この場合、再配分に際して受渡単位に満たない端
数が生じたときはその端数を四捨五入し、その結果再配分された受渡玉数
に過不足が生じたときは抽せんにより調整する。 

⑵ 違約が受渡しの相手方が決定する前に生じたときは、違約受渡玉の受渡
対当数量を除いた差引き受渡玉をその反対受渡玉（会員ごとの受渡対当数
量のうちの反対受渡玉を含む。）を有する会員の反対受渡玉数に按分して割
り当て、その割当てを受けた会員を被違約者とし、割り当てられた数量に
相当する受渡玉を被違約受渡玉とする。その按分に際しては、受渡単位に
満たない端数が生じたときはその端数を四捨五入し、その結果割り当てら
れた受渡玉数に過不足が生じたときは抽せんにより調整する。 

２ 違約中間玉については、違約発生時をもって特に各会員から第43条の規定
に準じて売買玉明細書を届け出させて建玉を確定し、限月ごとに、違約中間
玉の同一限月の売買対当数量を除いた差引建玉をその反対建玉（会員ごとの
売買建玉を含む。）を有する会員（大阪堂島商取代行株式会社を除く。）の反
対建玉数に按分して割り当て、その割当てを受けた会員を被違約者とし、割
り当てられた数量に相当するものを被違約中間玉とする。その按分に際して
は、前項第２号の規定を準用する。 

３ 本所は、前項の規定により、非清算参加者に割り当てられた違約中間玉に
ついては、当該非清算参加者が清算参加者の中から清算機構の業務方法書に
規定する清算受託契約において指定する一の清算参加者（以下「指定清算参
加者」という。）に引き受けさせるものとする。 

４ 第２項の規定にかかわらず、違約者が非清算参加者である場合は、当該非
清算参加者の指定清算参加者に限月ごとに、違約中間玉の同一限月の売買対
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当数量を除いた差引建玉の反対建玉数を割り当て、その割当てを受けた指定
清算参加者を被違約者とし、割り当てられた数量に相当するものを被違約中
間玉とすることができる。 

 
（違約受渡玉の処理） 
第175条 本所は､違約受渡玉のうちの受渡対当数量については、受渡値段をも
って転売、買戻ししたものとみなし、本所が指定する日にその売買約定を結
了させる。 

２ 前項以外の違約受渡玉のうち、第173条第３項の規定により受渡しした違
約受渡玉を除いた違約受渡玉については、次の方法によりこれを処理する。 
⑴ 違約発生の日から起算して３営業日以内に、入札その他の方法により、
会員のうちから違約者に代わってその受渡しの履行を引き受ける者（以下
「引受履行者」という。）を選定し、その引受履行者ごとの引受数量及び引
受値段を定め、その者をして本所が定める期間内に受渡値段をもって第５
章の規定により被違約者と受渡しさせる。この場合、その引受けが一部で
あるときは、これを被違約者の被違約受渡玉数に按分して割り当てる。そ
の按分に際しては、前条第１項第２号の規定を準用する。 

⑵ 前号の規定による引受履行者を求めることができなかった違約受渡玉及
び本所においてその引受値段が適当でないと認める引受数量に相当する違
約受渡玉又は本所において前号の規定による処理が適当でないと認める全
部の違約受渡玉については、違約発生の日から起算して５営業日以内に、
理事会の決議により違約者の付加賠償額を定め、受渡値段をもって違約受
渡玉と被違約受渡玉とを転売、買戻ししたものとみなし、本所が指定する
日にその売買約定を結了させる。 

３ 前項の規定にかかわらず、違約者が非清算参加者である場合には、当該非
清算参加者の指定清算参加者を引受履行者とし、当該指定清算参加者がその
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受渡しの履行を引き受けることができない場合には、当該指定清算参加者に
付加賠償額を負担させ、前項第２号の規定により売買約定を結了させること
ができるものとする。 

 
（違約中間玉の処理） 
第176条 本所は、違約中間玉のうち同一限月の売買対当数量については、本所
が指定する日において転売、買戻しによりその売買約定を結了させる。 

２ 前項以外の違約中間玉については、違約発生の日から起算して３営業日以
内に、次の方法によりこれを処理する。 
⑴ 本所の選定する会員をして、違約者に代わり、違約者の名をもって、本
所が指定する日に本所が指定する値段をもって転売又は買戻しを行わせ、
その売買約定を結了させる。 

⑵ 本所において前号の規定による処理が適当でないと認めるときは、入札
その他の方法により会員のうちから違約中間玉の全部について引受人を選
定し、引受人ごとの引受数量及び引受値段を定め、その者をして、違約者
に代わり、本所が指定する日に本所が指定する値段をもって引き受けさせ
るとともに、当該違約中間玉について転売又は買戻しを行わせ、その売買
約定を結了させる。 

⑶ 前号の規定による違約中間玉の全部についての引受人が選定できなかっ
たとき、又は本所において前二号の規定による処理が適当でないと認める
ときは、理事会の決議により違約者の付加賠償額を定め、本所が指定する
日に本所が指定する値段をもって、違約中間玉を被違約者の第174条第２
項及び第３項の規定による被違約中間玉の反対売買と対当して転売又は買
戻しを行わせ、その売買約定を結了させる。 

⑷ 前二号の規定にかかわらず、非清算参加者の違約中間玉については、本
所において第１号の規定による処理が適当でないと認めるときは、本所の
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指定した値段により、第174条第４項の規定により割当てを受けた指定清
算参加者の被違約中間玉の反対の売買と違約中間玉の転売又は買戻しとを
対当させて、その売買約定を結了させる。 

 
（違約者に係る差損益金等の計算等） 
第177条 本所は、前二条の規定によって違約玉の処理を行ったときは、次の各
号に掲げる違約者の差損益金等の金銭を計算する。 
⑴ 違約受渡玉の引受値段と受渡値段との差金 
⑵ 違約受渡玉の付加賠償額 
⑶ 違約中間玉の引受値段と引き受けたときの約定値段との差金 
⑷ 違約中間玉の付加賠償額 
⑸ 違約中間玉について、違約の原因となった債務の属する計算区域から違
約中間玉の処理が終了した日の属する計算区域までの約定差金及び帳入差
金 

⑹ 定率会費及び受渡手数料 
⑺ その他違約処理に関して違約者の負担に帰すべき一切の債務 

２ 本所は、前項の規定により算出した金額について、速やかに清算機構に通
知するものとする。 

 
（違約者の債務の弁済及び補てん） 
第178条 本所は、前条の規定により計算した違約者の債務について、違約者の
信認金（委託者が優先弁済権を行使したときはその残額）及び諸預り金を債
務の弁済に充てるものとする。 

２ 本所は、清算機構の定めるところにより弁済させてなお弁済できない違約
者の債務については、特別担保積立金をもって補てんする。 

３ 本所は、前項の規定によりなお不足する債務があるときは、別に定めると
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ころにより弁済するものとする。 
 
（実物取引の違約処理） 
第179条 本所は、実物取引において違約が発生したときは、当該売買約定の相
手方を被違約者とし、本章の規定を準用してこれを処理する。 

 
（指数先物取引の違約処理） 
第180条 本所は、指数先物取引において違約が発生したときは、指数先物取引
の違約玉を違約中間玉として、本章の規定を準用してこれを処理する。この
場合において、第176条第２項第２号及び第177条第１項第３号中、「引受値
段」とあるのは「引受数値」と、「約定値段」とあるのは「約定数値」と、第
176条第２項第４号中「値段」とあるのは「数値」と読み替えるものとする。 

 
（オプション取引の違約処理） 
第181条 本所は、オプション取引において違約が発生したときは、オプション
取引の違約玉を違約中間玉とし、本章の規定を準用してこれを処理する。こ
の場合において、第174条第２項中「第43条の規定に準じて売買玉明細書」と
あるのは「第54条の規定に準じてオプション取引売買玉明細書」と、同条第
２項及び第４項中「限月ごとに」とあるのは「オプション銘柄ごとに」と、
第174条第２項、第４項及び第176条第１項中「同一限月の」とあるのは「同
一オプション銘柄の」と、第176条第２項中「会員（大阪堂島商取代行株式会
社を除く。）」とあるのは「会員」と、第176条第１項及び第２項第１号中「本
所が指定する立会において」とあるのは「本所が指定する日の立会終了後に
おいて」と、同条第２項第２号中「本所が指定する立会における約定値段を
もって」とあるのは「本所が指定する日の最終約定値段をもって」と、同条
同項第３号中「直前に終了した立会において」とあるのは「直前に終了した
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（削る） 
 
 
（削る） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

立会終了後において」と、第177条第１項第５号中「違約中間玉について、違
約の原因となった債務の属する計算区域から違約中間玉の処理が終了した日
の属する計算区域までの約定差金及び帳入差金」とあるのは「権利行使が行
われ、これに係る被権利行使玉として納入すべきオプション権利行使差金が
納入されていないときはその額」と読み替えるものとする。 

 
第９章 停止商品市場と開設商品市場の建玉及び注文の処理の移管の特例 

 
（停止商品市場と開設商品市場の建玉及び注文の処理の移管の特例） 
第189条 本所又は他の商品取引所が商品市場を構成する全部又は一部の上場
商品等（上場商品若しくは上場商品指数又は上場商品構成物品若しくは上場
商品指数対象物品をいう。以下この章において同じ。）の立会を停止し、同
時に他の商品取引所又は本所が立会を停止する商品取引所の商品市場を構成
する全部又は一部の上場商品等から構成される商品市場を開設し、又は既に
開設している商品市場に当該上場商品等を追加する場合（既に取引されてい
る上場商品等について別建ての取引を開始する場合を含む。）であって、停
止商品取引所（停止商品市場（立会を停止する商品市場の上場商品等のうち
他の商品取引所又は本所が開設し、又は既に開設している商品市場において
取引を行う上場商品等の集合体をいう。以下この章において同じ。）に係る
商品取引所をいう。以下この章において同じ。）、開設商品取引所（開設商
品市場（停止商品取引所の商品市場を構成する全部又は一部の上場商品等か
ら構成される商品市場を開設し、又は既に開設している商品市場に当該上場
商品等を追加する場合（既に取引されている上場商品等について別建ての取
引を開始する場合を含む。）の当該商品市場をいう。以下この章において同
じ。）に係る商品取引所をいう。以下この章において同じ。）及び清算機構
が建玉及び注文の処理の移管の取扱いその他の事項について特例を講じよう
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（削る） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（削る） 
 
 

とするときは、この章の規定の定めるところによる。 
 
（建玉の取扱い等） 
第190条 前条の場合において、停止商品市場の会員等（会員及び取引参加者を
いう。）が開設商品市場の会員等となるとき（既に開設商品市場の会員等と
なっている場合を含む。）は、停止商品市場と開設商品市場の間の建玉その
他の取扱いは、次の各号に掲げるところによるものとする。 
⑴ 停止商品市場の停止日に当該商品市場に存在する建玉（受渡しに係る未
決済建玉を除く。）は、開設商品市場の開設日（既に開設している商品市
場にあっては、当該商品市場に追加する上場商品等の取引を開始する日（既
に取引されている上場商品等について別建ての取引を開始する日を含む。）
をいう。以下この章において同じ。）以降、当該商品市場の建玉として取
り扱う。 

⑵ 停止商品市場の停止日以前に当該商品市場で受け付けた注文で失効して
いないものは、開設商品市場の開設日以降当該商品市場において有効とし、
当該商品市場の開設日において新たに受け付ける注文に対し時間的に優先
する。ただし、開設商品取引所が取引の公正性の確保に支障があると認め
るときは、この限りでない。 

⑶ 停止商品取引所が停止商品市場の停止日以前に行った行為のうち開設商
品取引所が認めるものは、開設商品市場の開設日以降、開設商品取引所と
開設商品市場の会員等との間で効力を有するものとする。 

 
（会員とならなかった場合等の取扱い） 
第191条 停止商品市場の会員等が、開設商品市場について会員とならない場
合には、当該会員等は停止商品市場の停止日までに建玉（受渡しに係る未決
済建玉を除く。）について決済を結了しなければならない。 
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（削る） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（削る） 
 
 
 
（削る） 
 
 
 

２ 前項の場合において、当該会員等が停止商品市場の停止日までに建玉（受
渡しに係る未決済建玉を除く。）について決済を結了しなかったときは、停
止商品取引所は、停止商品市場の停止日の日中立会終了後、当該会員等の保
有する建玉（受渡しに係る未決済建玉を除く。）について決済を結了させる。 

 
（違約者の取扱い） 
第192条 停止商品市場の会員等が、当該商品市場において違約者として取り
扱われた場合には、停止商品取引所は、停止商品市場の停止日までに当該会
員等の保有する建玉（受渡しに係る未決済建玉を含む。）について決済の結
了を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、停止商品市場の停止日までに決済の結了を行う
ことができない場合には、停止商品取引所は開設商品取引所に対し直ちにそ
の旨を通知するものとし、この場合において、開設商品取引所は、開設商品
市場の開設日において当該会員等を違約者とみなして、開設日以降、当該会
員等の保有する建玉（受渡しに係る未決済建玉を除く。）について決済の結
了を行うものとする。 

 
（通知及び公告） 
第193条 停止商品取引所は、第189条の特例を講じようとする場合には、その
旨を遅滞なく会員等に通知し、公告しなければならない。 

 
（異議の申立て） 
第194条 受託会員等及び委託者は、第190条から第192条までの規定に基づく
処理に関し開設商品取引所に異議を申し立てることができない。ただし､第
190条から第192条までの規定に基づく処理に関し開設商品取引所に故意又
は重過失が認められるときは、この限りでない。 
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（削る） 
 
 
 
 
附則 
１ 令和２年６月18日開催の理事会において決議された第５条の２（売買注文
の受付）、第21条（特別売買）、第41条（帳入値段及び約定差金等）、第47条
（帳入数値及び約定差金等）、第58条（取引の決済額の通知）、第60条（受渡
日）、第67条（受渡諸経費の分担）、第74条（受渡日）、第83条（受渡諸経
費の分担）、第88条の２（荷受渡港）、第88条の23（受渡日）、第88条の33
（受渡諸経費の分担）、第157条（取引証拠金）、第158条（清算参加者の取引
証拠金）及び第171条（違約処理）の変更、第20条（違約処理の場合の特例）、
第28条（違約処理の場合の特例）、第42条（帳入差金）、第48条（帳入差金）、
第63条（受渡品明細通知書）、第65条（受渡先の決定）及び第66条（受渡品
検品の請求）、第68条（指定倉荷証券提供後の滅失又はき損）から第70条（受
渡経費及び遅滞金等の徴収・交付の時限）まで、第77条（受渡品明細通知書）、
第79条（希望前検査）から第82条（受渡品故障申立ての処理）まで、第84条
（指定倉荷証券提供後の滅失又はき損）から第86条（受渡経費及び遅滞金等
の徴収・交付の時限）まで、第88条の８（受渡届出書）から第88条の20（紛
争の処理）まで、第88条の27（受渡品明細通知書）から第88条の32（受渡品
故障申立ての処理）まで、第88条の34（受渡書類提供後の滅失又はき損）か
ら第88条の36（受渡経費及び遅滞金等の徴収・交付の時限）まで、第88条の
39（合意早受渡し）、第108条（受渡玉の届出）から第120条（紛争の処理）

 
（商品市場における取引の決済に関する読替え） 
第195条 第189条の場合において、本所が開設商品取引所であるときは、本所
定款第122条第１項中「本所の商品市場における取引」とあるのは、｢本所の
商品市場における取引（停止商品取引所において成立したものを含む。）｣と
読み替えるものとする。 

 
（新設） 
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まで、第154条（受渡決済等の方法）から第156条（前検査手数料の徴収）ま
で、第163条（取引受渡証拠金）及び第172条（違約者の取引の停止）から第
181条（オプション取引の違約処理）までの削除並びに第５章第10節の節名
及び第９章（停止商品市場と開設商品市場の建玉及び注文の処理の移管の特
例）の削るは、令和２年７月27日又は農林水産大臣認可の日（令和２年７月
１６日）のいずれか遅い日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、天災地変その他やむを得ない事由により、同項
に定める日に施行することが適当でないと本所が認める場合は、理事会が定
める日を新たに施行する日とする。この場合において、施行に際し必要な事
項については、理事会がその都度定めることとする。 
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受託契約準則変更案対照表 

 
大阪堂島商品取引所  
――― 線は変更箇所  

変 更 案 現  行 
（受託契約準則への準拠及び遵守） 
第１条 （略） 
２ （略） 
３ 本所の開設する商品市場における取引に基づく債務の清算については、商
品取引債務引受業を営むことについて法第167条に基づき主務大臣の許可を
受けた商品取引清算機関である株式会社日本証券クリアリング機構（以下
「クリアリング機構」という。）と、法第174条第１項に基づきクリアリング
機構の行う商品取引債務引受業の相手方となる資格を与えられた清算参加
者との間で処理するものとする。なお、非清算参加者である受託会員の本所
の開設する商品市場における取引に基づく債務の清算については、クリアリ
ング機構と、当該受託会員が代理人として指定した清算参加者との間で当該
清算取引を成立させ処理するものとする。 

 
（定義） 
第２条 この準則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め
るところによる。 
⑴～⑶ （略） 
⑷ 「値洗損益金通算額」とは、決済の結了していない個別の取引に係る「約
定値段等」と計算日の最終約定値段等（クリアリング機構の業務方法書に
定める帳入値段をいう。以下同じ。）との差額に「取引単位の倍率」と取
引数量を乗じて得た価額について、その損益を通算した額から第11条の２

（受託契約準則への準拠及び遵守） 
第１条 （略） 
２ （略） 
３ 本所の開設する商品市場における取引に基づく債務の清算については、商
品取引債務引受業を営むことについて法第167条に基づき主務大臣の許可を
受けた商品取引清算機関と、法第174条第１項に基づき当該商品取引清算機
関の行う商品取引債務引受業の相手方となる資格を与えられた清算参加者
との間で処理するものとする。なお、非清算参加者である受託会員の本所の
開設する商品市場における取引に基づく債務の清算については、当該商品取
引清算機関と、当該受託会員が代理人として指定した清算参加者との間で当
該清算取引を成立させ処理するものとする。 

 
 
（定義） 
第２条 この準則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め
るところによる。 
⑴～⑶ （略） 
⑷ 「値洗損益金通算額」とは、決済の結了していない個別の取引に係る「約
定値段等」と計算日の最終約定値段等（業務規程で定める帳入値段又は帳
入数値をいう。以下同じ。）との差額に「取引単位の倍率」と取引数量を
乗じて得た価額について、その損益を通算した額から第11条の３の規定に
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の規定に基づき払い出し、又は振り替えた額を差し引いた額をいう。 

⑸・⑹ （略） 
⑺ 「預り証拠金」とは、商品市場における取引につき、受託会員が委託者
から取引証拠金として差し入れ又は預託を受けた金銭及び第９条第１項
に規定する充用有価証券等の合計額をいう。 

⑻～⑽ （略） 
⑾ 「取引証拠金維持額」とは、クリアリング機構の商品取引債務引受業に
係る取引証拠金等に関する規則（以下「証拠金規則」という。）に規定する
委託者等の取引証拠金所要額をいう。 

⑿～⒂ （略） 
⒃ 「取引証拠金」とは、次に掲げるものをいう。 
イ 商品市場における取引について、委託者がその代理人である受託会員
（清算参加者である場合に限る。ロにおいて同じ。）を通じてクリアリン
グ機構に預託した上で管理される金銭並びに第９条第１項に規定する
有価証券及び倉荷証券（以下この号から第19号までにおいて「金銭等」
という。） 

ロ 商品市場における取引について、取次委託者がその代理人である取次
者及び受託会員を通じてクリアリング機構に預託した上で管理される
金銭等 

ハ 商品市場における取引について、清算取次委託者がその代理人である
非清算参加者である受託会員（以下「非清算参加者受託会員」という。）
及び当該非清算参加者受託会員の指定清算参加者（以下「指定清算参加
者」という。）を通じてクリアリング機構に預託した上で管理される金銭
等 

ニ 商品市場における取引について、清算取次者に対する委託者が、その
代理人である清算取次者、非清算参加者受託会員及び指定清算参加者を

基づき払い出し、又は振り替えた額を差し引いた額をいう。 
⑸・⑹ （略） 
⑺ 「預り証拠金」とは、商品市場における取引につき、受託会員が委託者
から取引証拠金として差し入れ又は預託を受けた金銭、第９条第１項に規
定する充用有価証券等及び第10条に規定する充用外貨の合計額をいう。 

⑻～⑽ （略） 
⑾ 「取引証拠金維持額」とは、清算機構（法第167条の許可を受けた株式会
社日本商品清算機構をいう。以下同じ。）の取引証拠金等に関する規則に
規定する委託者の取引証拠金維持額をいう。 

⑿～⒂ （略） 
⒃ 「取引証拠金」とは、次に掲げるものをいう。 
イ 商品市場における取引について、委託者がその代理人である受託会員
（清算参加者である場合に限る。ロにおいて同じ。）を通じて商品取引清
算機関に預託した上で管理される金銭並びに第９条第１項に規定する
有価証券及び倉荷証券並びに第10条に規定する充用外貨（以下この号か
ら第19号までにおいて「金銭等」という。） 

ロ 商品市場における取引について、取次委託者がその代理人である取次
者及び受託会員を通じて商品取引清算機関に預託した上で管理される
金銭等 

ハ 商品市場における取引について、清算取次委託者がその代理人である
非清算参加者である受託会員（以下「非清算参加者受託会員」という。）
及び当該非清算参加者受託会員の指定清算参加者（以下「指定清算参加
者」という。）を通じて商品取引清算機関に預託した上で管理される金銭
等 

ニ 商品市場における取引について、清算取次者に対する委託者が、その
代理人である清算取次者、非清算参加者受託会員及び指定清算参加者を
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通じてクリアリング機構に預託した上で管理される金銭等 

⒄ 「委託証拠金」とは、次に掲げるものをいう。 
イ 商品市場における取引について、委託者が、その旨の同意を行った上
で、受託会員（清算参加者である場合に限る。ロ及びハにおいて同じ。）
に預託し、当該受託会員がそれに相当する以上の金銭等を取引証拠金と
してクリアリング機構に預託した上で管理される金銭等 

ロ 商品市場における取引について、取次委託者が、その旨の同意を行っ
た上で、その代理人である取次者を通じて受託会員に預託し、当該受託
会員がそれに相当する以上の金銭等を取引証拠金としてクリアリング
機構に預託した上で管理される金銭等 

ハ 商品市場における取引について、取次者が、取次委託者からその旨の
同意を得た上で預託を受けた取次証拠金に相当する以上の金銭等を受
託会員に預託し、当該受託会員がそれに相当する以上の金銭等を取引証
拠金としてクリアリング機構に預託した上で管理される金銭等 

ニ 商品市場における取引について、清算取次委託者が、その旨の同意を
行った上で、非清算参加者受託会員に預託し、当該非清算参加者受託会
員がそれに相当する以上の金銭等を取引証拠金としてその代理人であ
る指定清算参加者を通じてクリアリング機構に預託した上で管理され
る金銭等 

ホ 商品市場における取引について、清算取次者に対する委託者が、その
旨の同意を行った上で、その代理人である清算取次者を通じて非清算参
加者受託会員に預託し、当該非清算参加者受託会員がそれに相当する以
上の金銭等を取引証拠金としてその代理人である指定清算参加者を通
じてクリアリング機構に預託した上で管理される金銭等 

へ 商品市場における取引について、清算取次者が、清算取次者に対する
委託者からその旨の同意を得た上で預託を受けた取次証拠金に相当す

通じて商品取引清算機関に預託した上で管理される金銭等 
⒄ 「委託証拠金」とは、次に掲げるものをいう。 
イ 商品市場における取引について、委託者が、その旨の同意を行った上
で、受託会員（清算参加者である場合に限る。ロ及びハにおいて同じ。）
に預託し、当該受託会員がそれに相当する以上の金銭等を取引証拠金と
して商品取引清算機関に預託した上で管理される金銭等 

ロ 商品市場における取引について、取次委託者が、その旨の同意を行っ
た上で、その代理人である取次者を通じて受託会員に預託し、当該受託
会員がそれに相当する以上の金銭等を取引証拠金として商品取引清算
機関に預託した上で管理される金銭等 

ハ 商品市場における取引について、取次者が、取次委託者からその旨の
同意を得た上で預託を受けた取次証拠金に相当する以上の金銭等を受
託会員に預託し、当該受託会員がそれに相当する以上の金銭等を取引証
拠金として商品取引清算機関に預託した上で管理される金銭等 

ニ 商品市場における取引について、清算取次委託者が、その旨の同意を
行った上で、非清算参加者受託会員に預託し、当該非清算参加者受託会
員がそれに相当する以上の金銭等を取引証拠金としてその代理人であ
る指定清算参加者を通じて商品取引清算機関に預託した上で管理され
る金銭等 

ホ 商品市場における取引について、清算取次者に対する委託者が、その
旨の同意を行った上で、その代理人である清算取次者を通じて非清算参
加者受託会員に預託し、当該非清算参加者受託会員がそれに相当する以
上の金銭等を取引証拠金としてその代理人である指定清算参加者を通
じて商品取引清算機関に預託した上で管理される金銭等 

へ 商品市場における取引について、清算取次者が、清算取次者に対する
委託者からその旨の同意を得た上で預託を受けた取次証拠金に相当す
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る以上の金銭等を非清算参加者受託会員に預託し、当該非清算参加者受
託会員がそれに相当する以上の金銭等を取引証拠金としてその代理人
である指定清算参加者を通じてクリアリング機構に預託した上で管理
される金銭等 

⒅ 「取次証拠金」とは、次に掲げるものをいう。 
イ 商品市場における取引について、取次委託者がその旨の同意を行った
上で取次者に預託し、当該取次者がそれに相当する以上の金銭等を取引
証拠金としてその代理人である受託会員（清算参加者である場合に限
る。以下この号において同じ。）を通じてクリアリング機構に預託した上
で管理される金銭等 

ロ 商品市場における取引について、取次委託者が、その旨の同意を行っ
た上で、取次者に預託し、当該取次者がその旨の同意を行った上でそれ
に相当する以上の金銭等を委託証拠金として受託会員に預託し、当該受
託会員がそれに相当する以上の金銭等を取引証拠金としてクリアリン
グ機構に預託した上で管理される金銭等 

⒆ 「清算取次証拠金」とは、次に掲げるものをいう。 
イ 商品市場における取引について、清算取次者に対する委託者がその旨
の同意を行った上で清算取次者に預託し、当該清算取次者がそれに相当
する以上の金銭等を取引証拠金としてその代理人である非清算参加者
受託会員及び指定清算参加者を通じてクリアリング機構に預託した上
で管理される金銭等 

ロ 商品市場における取引について、清算取次者に対する委託者が、その
旨の同意を行った上で、清算取次者に預託し、当該清算取次者がその旨
の同意を行った上でそれに相当する以上の金銭等を委託証拠金として
非清算参加者受託会員に預託し、当該非清算参加者受託会員がそれに相
当する以上の金銭等を取引証拠金としてその代理人である指定清算参

る以上の金銭等を非清算参加者受託会員に預託し、当該非清算参加者受
託会員がそれに相当する以上の金銭等を取引証拠金としてその代理人
である指定清算参加者を通じて商品取引清算機関に預託した上で管理
される金銭等 

⒅ 「取次証拠金」とは、次に掲げるものをいう。 
イ 商品市場における取引について、取次委託者がその旨の同意を行った
上で取次者に預託し、当該取次者がそれに相当する以上の金銭等を取引
証拠金としてその代理人である受託会員（清算参加者である場合に限
る。以下この号において同じ。）を通じて商品取引清算機関に預託した上
で管理される金銭等 

ロ 商品市場における取引について、取次委託者が、その旨の同意を行っ
た上で、取次者に預託し、当該取次者がその旨の同意を行った上でそれ
に相当する以上の金銭等を委託証拠金として受託会員に預託し、当該受
託会員がそれに相当する以上の金銭等を取引証拠金として商品取引清
算機関に預託した上で管理される金銭等 

⒆ 「清算取次証拠金」とは、次に掲げるものをいう。 
イ 商品市場における取引について、清算取次者に対する委託者がその旨
の同意を行った上で清算取次者に預託し、当該清算取次者がそれに相当
する以上の金銭等を取引証拠金としてその代理人である非清算参加者
受託会員及び指定清算参加者を通じて商品取引清算機関に預託した上
で管理される金銭等 

ロ 商品市場における取引について、清算取次者に対する委託者が、その
旨の同意を行った上で、清算取次者に預託し、当該清算取次者がその旨
の同意を行った上でそれに相当する以上の金銭等を委託証拠金として
非清算参加者受託会員に預託し、当該非清算参加者受託会員がそれに相
当する以上の金銭等を取引証拠金としてその代理人である指定清算参
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変 更 案 現  行 
加者を通じてクリアリング機構に預託した上で管理される金銭等 

⒇ 「仮委託手数料」とは、受託会員が定めるところにより、委託を受けた
一の取引が成立した日（クリアリング機構が定める計算区域ごとの日をい
う。）において、決済の結了していないすべての取引を決済するものと仮
定した場合に、これらの取引につき計算される委託手数料の合計額をい
う。 

(21) （略） 
（削る） 
 
(22) （略） 
(23) （略） 
(24) （略） 
(25) 「清算参加者」とは、法第174条第１項の規定に基づき、クリアリング機
構の業務方法書の定めるところにより、クリアリング機構の行う商品取引
債務引受業の相手方となる資格を与えられた者をいう。 

(26) 「非清算参加者」とは、クリアリング機構の業務方法書の定めるところ
により、クリアリング機構の行う商品取引債務引受業の相手方となる資格
を与えられていない者をいう。 

(27) （略） 
 
（取引証拠金の差し入れ又は預託） 
第７条 受託会員は、商品市場における取引の受託について、委託者がその担
保として差し入れた取引証拠金を、当該委託者の代理人としてクリアリング
機構に預託しなければならない。 

２～５ （略） 
 

加者を通じて商品取引清算機関に預託した上で管理される金銭等 
⒇ 「仮委託手数料」とは、受託会員が定めるところにより、委託を受けた
一の取引が成立した日において、決済の結了していないすべての取引を決
済するものと仮定した場合に、これらの取引につき計算される委託手数料
の合計額をいう。 

 
(21) （略） 
(22) 「商品取引清算機関」とは、商品取引債務引受業を営むことについて法
第167条の規定により主務大臣の許可を受けた者をいう。 

(23) （略） 
(24) （略） 
(25) （略） 
(26) 「清算参加者」とは、法第174条第１項の規定に基づき、商品取引清算機
関の業務方法書の定めるところにより、当該商品取引清算機関の行う商品
取引債務引受業の相手方となる資格を与えられた者をいう。 

(27) 「非清算参加者」とは、商品取引清算機関の業務方法書の定めるところ
により、当該商品取引清算機関の行う商品取引債務引受業の相手方となる
資格を与えられていない者をいう。 

(28) （略） 
 
（取引証拠金の差し入れ又は預託） 
第７条 受託会員は、商品市場における取引の受託について、委託者がその担
保として差し入れた取引証拠金を、当該委託者の代理人として清算機構に預
託しなければならない。 

２～５ （略） 
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変 更 案 現  行 
（代理人） 
第８条 委託者は、受託会員（当該受託会員が非清算参加者である場合には、
当該受託会員及び指定清算参加者）を代理人として、クリアリング機構に対
する当該委託者の取引証拠金の預託及びその返戻を行うものとする。 

２ 委託者は、クリアリング機構に対する当該委託者の取引証拠金の預託及び
その返戻については、前項の受託会員（当該受託会員が非清算参加者である
場合には、当該受託会員及び指定清算参加者）以外の者を代理人としないも
のとする。また、委託者は、当該代理人の解任をしないものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、クリアリング機構の業務方法書に基づき、受
託会員（当該受託会員が非清算参加者である場合には、当該受託会員及び指
定清算参加者を含む。以下この項において同じ。）が委託を受けた建玉の全
部又は一部について、決済不履行の場合における措置が行われた場合は、当
該受託会員の代理権は消滅するものとする。 

 
（有価証券等の充用） 
第９条 （略） 
２ 前項の充用有価証券等の種類、銘柄及び充用価格その他充用有価証券等に
ついて必要と認められる事項は、クリアリング機構が定めるところによるも
のとする。 

３ （略） 
４ 委託者は、第１項で定める法第101条第３項に規定する有価証券につき、社
債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号）に規定するところに
より当該有価証券に表示されるべき権利の振替を行う場合であって、受託会
員が認めるときは、クリアリング機構が指定する者において委託者の口座及
び当該代理人である受託会員の口座を開設し、当該代理人である受託会員の
口座を経てクリアリング機構との間の振替を行う契約を締結するものとす

（代理人） 
第８条 委託者は、受託会員（当該受託会員が非清算参加者である場合には、
当該受託会員及び指定清算参加者）を代理人として、清算機構に対する当該
委託者の取引証拠金の預託及びその返戻を行うものとする。 

２ 委託者は、清算機構に対する当該委託者の取引証拠金の預託及びその返戻
については、前項の受託会員（当該受託会員が非清算参加者である場合には、
当該受託会員及び指定清算参加者）以外の者を代理人としないものとする。
また、委託者は、当該代理人の解任をしないものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、本所の定款及び業務規程に基づき、受託会員
（当該受託会員が非清算参加者である場合には、当該受託会員及び指定清算
参加者を含む。以下この項において同じ。）が委託を受けた建玉の全部又は
一部について、違約受渡玉及び違約中間玉の処理が行われた場合は、当該受
託会員の代理権は消滅するものとする。 

 
（有価証券等の充用） 
第９条 （略） 
２ 前項の充用有価証券等の種類、銘柄及び充用価格その他充用有価証券等に
ついて必要と認められる事項は、清算機構が定めるところによるものとす
る。 

３ （略） 
４ 委託者は、第１項で定める法第101条第３項に規定する有価証券につき、社
債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号）に規定するところに
より当該有価証券に表示されるべき権利の振替を行う場合であって、受託会
員が認めるときは、清算機構が指定する者において委託者の口座及び当該代
理人である受託会員の口座を開設し、当該代理人である受託会員の口座を経
て清算機構との間の振替を行う契約を締結するものとする。 
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る。 

 
（通貨の種類） 
第10条 取引証拠金は、クリアリング機構の証拠金規則において定める通貨に
限り差し入れ又は預託することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、委託者と受託会員との間における金銭の授受
は、受託会員が同意した場合には、委託者が指定する外貨により行うことが
できるものとする。 

 
（取引証拠金の差し入れの猶予） 
第10条の２ 委託者は、クリアリング機構の承認を受け銀行等（省令第44条に
定める銀行等をいう。）と直接預託LG契約（クリアリング機構の証拠金規則
に規定する直接預託LG契約をいう。以下同じ。）を締結し、クリアリング機
構に届け出ることができる。 

２・３ （略） 
４ 前３項のほか、直接預託LG契約に基づく取引証拠金の差し入れの猶予につ
いては、クリアリング機構の定めるところによる。 

 
（取引証拠金の額及び差し入れ又は預託の時期） 
第11条 （略） 
２ 委託者は、総額の不足額又は現金不足額のいずれか大きい額以上の額を取
引証拠金として、当該不足額が発生した日（クリアリング機構が定める計算
区域ごとの日をいう。）の翌営業日（委託者が非居住者である場合は、当該
不足額が発生した日の翌々営業日）のクリアリング機構が定める預託時限ま
での受託会員が指定する日時までに、受託会員に差し入れ又は預託するもの
とする。この場合において、現金不足額に相当する額の取引証拠金は、充用

 
 
（外貨の充用） 
第10条 取引証拠金は、受託会員が認める場合には、外貨をもって、これに充
てることができるものとする。 

２ 前項の外貨（以下「充用外貨」という。）の種類、充用価格その他充用外
貨について必要な事項は、清算機構が定めるところによるものとする。 

 
 
（取引証拠金の差し入れの猶予） 
第10条の２ 委託者は、清算機構の承認を受け銀行等（省令第44条に定める銀
行等をいう。）と直接預託LG契約（清算機構の取引証拠金等に関する規則に
規定する直接預託LG契約をいう。以下同じ。）を締結し、清算機構に届け出
ることができる。 

２・３ （略） 
４ 前３項のほか、直接預託LG契約に基づく取引証拠金の差し入れの猶予につ
いては、清算機構の定めるところによる。 

 
（取引証拠金の額及び差し入れ又は預託の時期） 
第11条 （略） 
２ 委託者は、総額の不足額又は現金不足額のいずれか大きい額以上の額を取
引証拠金として、当該不足額が発生した日の翌営業日正午までの受託会員が
指定する日時までに、受託会員に差し入れ又は預託するものとする。この場
合において、現金不足額に相当する額の取引証拠金は、充用有価証券等及び
充用外貨をもって充てることができないものとする。 
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変 更 案 現  行 
有価証券等をもって充てることができないものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、クリアリング機構の証拠金規則第８条に規定
するリスク量に応じた取引証拠金所要額の引上げが行われた場合であって、
受託会員（当該受託会員が非清算参加者である場合は、その指定清算参加者。
以下この条において同じ。）が自己の金銭をもって当該引上げ額に相当する
額をクリアリング機構に預託することについて当該委託者（当該委託者が取
次者である場合は、その取次委託者）との間で合意し、クリアリング機構に
その旨を申請したときは、当該額を取引証拠金所要額から控除することがで
きるものとする。 

 
（削る） 
 
（計算上の利益額の払出し等） 
第11条の２ 受託会員は、委託者の請求に応じ、当該委託者の値洗損益金通算
額が益となる場合の当該益の額に相当する金銭を払い出し、又は証拠金に振
り替えることができる。 

２ （略） 
 
（取引証拠金預り証の発行） 
第13条 受託会員は、委託者が取引の担保として取引証拠金を差し入れ又は預
託したときは、法第220条の４の規定により適用を除外される場合を除き、当
該委託者に対して、受託会員の本店、支店その他の営業所又は事務所におい
て取引証拠金預り証（以下この条において「預り証」という。）を発行しな
ければならない。その発行については、金銭にあっては差し入れ又は預託を
受けたその金額（外貨にあっては、差し入れ又は預託を受けた額及びクリア
リング機構が定めるところにより円貨に換算した額）を、充用有価証券等に

 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
第11条の２ （削除） 
 
（計算上の利益額の払出し等） 
第11条の３ 受託会員は、委託者の請求に応じ、当該委託者の値洗損益金通算
額が益となる場合の当該益の額に相当する金銭を払い出し、又は証拠金に振
り替えることができる。 

２ （略） 
 
（取引証拠金預り証の発行） 
第13条 受託会員は、委託者が取引の担保として取引証拠金を差し入れ又は預
託したときは、法第220条の４の規定により適用を除外される場合を除き、当
該委託者に対して、受託会員の本店、支店その他の営業所又は事務所におい
て取引証拠金預り証（以下この条において「預り証」という。）を発行しな
ければならない。その発行については、金銭にあっては差し入れ又は預託を
受けたその金額を充用有価証券等にあっては差し入れ又は預託を受けたそ
の銘柄、数量及び充用価格を、充用外貨にあっては差し入れ又は預託を受け
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あっては差し入れ又は預託を受けたその銘柄、数量及び充用価格を記載する
方式により行うものとする。 

２～４ （略） 
 
（受渡しによる決済） 
第16条 （略） 
２ （略） 
３ 委託者が第１項（受託会員が適当と認める委託者にあっては、前項）の日
時までに倉荷証券又は総取引金額を差し入れないときは、受託会員は、当該
日時以降（前条第４項の規定により、委託者が指示日において受渡しにより
決済をすると指示した場合であって、受託会員が定める日時までに倉荷証券
又は総取引金額を差し入れないときは、当該日時以降）の立会において、当
該取引を当該委託者の計算において転売又は買戻しにより処分するものと
する。この場合において、受託会員は、当該取引を転売により処分する場合
は業務規程第22条第３項に定める下位の制限値段、買戻しにより処分する場
合は同項に定める上位の制限値段で転売又は買戻しを行うよう指示された
ものとみなす。 

４・５ （略） 
６ 前各項に規定する場合のほか、受渡しに関する必要な事項については、本
所の業務規程及びクリアリング機構の業務方法書を準用する。 

 
（差し入れ又は預託を受けた金銭等による債務の弁済） 
第18条 受託会員が、委託者から差し入れ又は預託を受けた預り証拠金その他
の受託会員が委託者から差し入れ又は預託を受けた金銭、充用有価証券等そ
の他の物は、委託によって生ずる当該委託者の本所及び他の商品取引所にお
ける取引に係る債務に対し共通の担保とする。 

たその外貨の種類、額及び充用価格を記載する方式により行うものとする。 
 
２～４ （略） 
 
（受渡しによる決済） 
第16条 （略） 
２ （略） 
３ 委託者が第１項（受託会員が適当と認める委託者にあっては、前項）の日
時までに倉荷証券又は総取引金額を差し入れないときは、受託会員は、当月
限納会日の立会において、当該取引を当該委託者の計算において転売又は買
戻しにより処分するものとする。この場合において、受託会員は、当該取引
を転売により処分する場合は業務規程第22条第３項に定める下位の制限値
段、買戻しにより処分する場合は同項に定める上位の制限値段で転売又は買
戻しを行うよう指示されたものとみなす。 

 
 
 
４・５ （略） 
６ 前各項に規定する場合のほか、受渡しに関する必要な事項については、本
所の業務規程を準用する。 

 
（差し入れ又は預託を受けた金銭等による債務の弁済） 
第18条 受託会員が、委託者から差し入れ又は預託を受けた預り証拠金その他
の受託会員が委託者から差し入れ又は預託を受けた金銭、充用有価証券等、
充用外貨その他の物は、委託によって生ずる当該委託者の本所及び他の商品
取引所における取引に係る債務に対し共通の担保とする。 
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変 更 案 現  行 
２ 受託会員は、委託者から委託を受けて行う本所及び他の商品取引所におけ
る取引に係る委託者の債務につき、委託者からその弁済を受けるまでは、第
12条の規定にかかわらず、前項の金銭、充用有価証券等その他の物を担保と
して留保する。 

３ 受託会員は、取引に係る委託者の債務につき、委託者が受託会員の指定し
た日から起算して10営業日以内に債務を弁済しないときは、第１項の預り証
拠金その他の受託会員が委託者から差し入れ又は預託を受けた金銭、充用有
価証券等その他の物をもって当該債務の弁済に充当することができる。この
場合において、その充当につき過不足が生ずるときは、超過額については第
12条の規定に準じて当該委託者に返還し、不足額については当該委託者がこ
れを受託会員の指定する日時までに受託会員に支払うものとする。 

 
４～７ （略） 
 
（委託者に対する定期的な残高の照合等） 
第22条 （略） 
⑴ 預り証拠金の残高（金銭、充用有価証券等及びこれらの合計額を明らか
にし、外貨については、クリアリング機構が定めるところにより円貨に換
算した額を、充用有価証券等については、その種類、銘柄、数量及び充用
価格を明らかにすること。） 

⑵～⑺ （略） 
２～５ （略） 
 
（臨機の場合の措置等） 
第24条 （略） 
⑴ （略） 

２ 受託会員は、委託者から委託を受けて行う本所及び他の商品取引所におけ
る取引に係る委託者の債務につき、委託者からその弁済を受けるまでは、第
12条の規定にかかわらず、前項の金銭、充用有価証券等、充用外貨その他の
物を担保として留保する。 

３ 受託会員は、取引に係る委託者の債務につき、委託者が受託会員の指定し
た日から起算して10営業日以内に債務を弁済しないときは、第１項の預り証
拠金その他の受託会員が委託者から差し入れ又は預託を受けた金銭、充用有
価証券等、充用外貨その他の物をもって当該債務の弁済に充当することがで
きる。この場合において、その充当につき過不足が生ずるときは、超過額に
ついては第12条の規定に準じて当該委託者に返還し、不足額については当該
委託者がこれを受託会員の指定する日時までに受託会員に支払うものとす
る。 

４～７ （略） 
 
（委託者に対する定期的な残高の照合等） 
第22条 （略） 
⑴ 預り証拠金の残高（金銭、充用有価証券等及び充用外貨並びにこれらの
合計額を明らかにし、充用有価証券等については、その種類、銘柄、数量
及び充用価格を、充用外貨については、その種類及び充用価格を明らかに
すること。） 

⑵～⑺ （略） 
２～５ （略） 
 
（臨機の場合の措置等） 
第24条 （略） 
⑴ （略） 
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変 更 案 現  行 
⑵ 本所の定款及び業務規程に基づき、委託を受けた建玉の全部又は一部に
ついて、解け合い等の臨機の措置が講ぜられた場合 

 
⑶ クリアリング機構の業務方法書に基づき、委託を受けた建玉の全部又は
一部について、決済不履行の場合における措置が行われた場合又は破綻参
加者の不履行約定による建玉の期限前終了の対象建玉の割当てが行われ
た場合 

⑷ クリアリング機構の業務方法書に基づき、委託を受けた建玉の全部又は
一部について、受渡しの当事者たる会員が受渡しを履行せず、クリアリン
グ機構の業務方法書に定める措置が講ぜられた場合 

⑸ （略） 
⑹ 本所の業務規程に基づき、委託を受けた取引について、本所が市場管理
上必要であると認める措置が講ぜられた場合 

 
（ポジション保有状況の改善指示を受けた受託会員が行う措置等） 
第24条の４ 受託会員（当該受託会員が非清算参加者である場合には、当該受
託会員及びその指定清算参加者。以下本条において同じ。）は、改善指示（ク
リアリング機構の業務方法書第31条に規定するポジション保有状況の改善
指示をいう。以下同じ。）を受けた場合には、当該改善指示の事由と密接な関
係を有している取引を委託した委託者に対して、反対売買による建玉の決済
又は他の受託会員への建玉の移管を行うことを要請することができる。ただ
し、当該要請は、当該委託者の取引証拠金についてクリアリング機構の業務
方法書第30条第２項に規定する措置が実施されたにもかかわらず、当該委託
者が正当な理由なくこれに従わないことによって当該受託会員が改善指示
を受けたときに限り行うことができるものとする。 

２ 前項の場合、受託会員は、合理的に必要と認められる範囲内において、当

⑵ 本所の定款及び業務規程に基づき、委託を受けた建玉の全部又は一部に
ついて、違約受渡玉及び違約中間玉の処理若しくは解け合い又は臨機の措
置が講ぜられた場合 

（新設） 
 
 
 
⑶ 本所の業務規程に基づき、委託を受けた建玉の全部又は一部について、
受渡しの当事者たる会員が受渡しを履行せず、本所が転売又は買戻しした
ものとみなして処理した場合 

⑷ （略） 
（新設） 

 
 
 
（新設） 
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変 更 案 現  行 
該委託者の建玉を決済するために、当該委託者の計算において、反対売買を
行うことができる。ただし、これらの反対売買は、当該受託会員が、他の方
法により当該改善指示に適合するべく合理的な努力を行ってもなおこれに
適合できないときであって、かつ、当該委託者に対して、あらかじめ、合理
的な猶予期間を定めて前項の要請を行ったにもかかわらず、当該委託者がこ
れらを正当な理由なく行わなかったときに限り行うことができるものとす
る。 

３ 前２項の規定は、非清算参加者の指定清算参加者が改善指示を受けた場合
であって、当該指定清算参加者が当該非清算参加者の建玉の決済又は他の受
託会員への建玉の移管の指示を当該非清算参加者に対して行ったときにつ
いて準用する。 

 
 
（建玉の移管） 
第27条 受託会員は、次の各号に該当する場合であって、クリアリング機構の
業務方法書に基づき、当該受託会員の委託に係る建玉を他の受託会員へ移管
を行わせることとなったときは、その旨を委託者へ通知しなければならな
い。 

 
⑴ 移管元の受託会員と移管先の受託会員との間で、すべての委託に係る建
玉の移管を行う旨の契約を締結し、かつ、あらかじめ当該契約について移
管元の受託会員の委託者から同意を得ている場合 

 
⑵ 移管元の受託会員、当該移管元の受託会員の委託者及び移管先の受託会
員との間で、当該委託者に係る建玉の移管を行う旨の契約を締結している
場合。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（未決済建玉の移管又は引継ぎ） 
第27条 受託会員は、次の各号に該当する場合であって、本所の定款及び業務
規程に基づき、当該受託会員（以下この条において「移管元受託会員」とい
う。）の委託に係る建玉を他の受託会員（以下この条において「移管先受託
会員」という。）へ移管を行わせることとなったときは、その旨を委託者へ
通知しなければならない。 
⑴ 移管元受託会員と移管先受託会員との間で、すべての委託に係る建玉の
移管を行う旨の契約を締結し、かつ、あらかじめ当該契約について移管元
受託会員の委託者から同意を得るとともに当該契約について本所に対し
当該双方の受託会員から届け出されている場合 

⑵ 移管元受託会員、当該移管元受託会員の委託者及び移管先受託会員との
間で、当該委託者に係る建玉の移管を行う旨の契約を締結し、かつ、あら
かじめ当該契約について本所に対し当該双方の受託会員から届け出され
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変 更 案 現  行 
 

２ 委託者は、建玉の移管を行おうとする場合は、あらかじめ移管元の受託会
員及び移管先の受託会員から当該建玉の移管について承諾を受けなければな
らない。この場合において、委託者は、移管元の受託会員に対し、移管を行お
うとする建玉の数量その他の必要な事項及び移管先の受託会員の名称につい
て移管元の受託会員が指定する時限までに申告するとともに、移管先の受託
会員に対し、移管を行おうとする建玉の数量その他の必要な事項及び移管元
の受託会員の名称を移管先の受託会員が指定する時限までに申告しなければ
ならない。 

３ 前２項の建玉の移管が行われることとなったときは、委託者は、移管先の
受託会員へ第４条に基づく書面を差し入れるものとする。ただし、現に当該
移管先の受託会員に当該書面を差し入れている場合は、この限りでない。 

４ 第１項及び第２項の規定に基づき建玉の移管が行われたときは、クリアリ
ング機構に預託していた当該委託者の取引証拠金（直接預託に限る。）は、
移管先の受託会員を代理人としてクリアリング機構に預託したものとして
みなす。 

５ 受託会員又は取次者は、次の各号に該当した場合は、クリアリング機構の
業務方法書に基づき当該受託会員の委託に係る建玉を取次者の取次ぎに係
る建玉として他の受託会員へ、当該取次者の取次ぎに係る建玉を委託に係る
建玉として当該受託会員となる者へ、又は本所が必要と認める場合には当該
建玉をその認めた者へ移管することができる。 
⑴ 受託会員が他の受託会員の取次者となるとき 

当該受託会員が取次者となることについて、委託者から、あらかじめ当
該変更に係る同意を受けている場合 

 
 

ている場合。 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
２ 前項の建玉の移管が行われることとなったときは、委託者は、移管先受託
会員へ第４条に基づく書面を差し入れるものとする。ただし、現に当該移管
先受託会員に当該書面を差し入れている場合は、この限りでない。 

３ 第１項の規定に基づき建玉の移管が行われたときは、清算機構に預託して
いた当該委託者の取引証拠金（直接預託に限る。）は、移管先受託会員を代
理人として清算機構に預託したものとしてみなす。 

 
４ 受託会員又は取次者は、次の各号に該当し、かつ、あらかじめ本所の承認
を受けた場合は、本所の定款に基づき当該受託会員の委託に係る建玉を取次
者の取次ぎに係る建玉として他の受託会員へ、当該取次者の取次ぎに係る建
玉を委託に係る建玉として当該受託会員となる者へ、又は本所が必要と認め
る場合には当該建玉をその認めた者へ引継ぐことができる。 
⑴ 受託会員が他の受託会員の取次者となるとき 

当該受託会員が取次者となることについて、委託者から、あらかじめ当
該変更に係る同意を受けている場合であって、かつ、委託に係る建玉を取
次ぎに係る建玉として引継ぐ合意について本所に対し当該受託会員及び
取次ぎ先受託会員の双方から届け出されている場合 
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変 更 案 現  行 
⑵ 他の受託会員の取次者が受託会員となるとき当該取次者が受託会員と
なることについて、取次委託者から、あらかじめ当該変更に係る同意を受
けている場合 

 
 

６ 前項第１号の規定に基づき建玉の移管が行われたときは、クリアリング機
構に預託していた当該委託者の取引証拠金（直接預託に限る。）は、当該取
次者及び移管先の受託会員を代理人として、前項第２号の規定に基づき建玉
の移管が行われたときは、クリアリング機構に預託していた当該取次委託者
の取引証拠金（直接預託に限る。）は、当該受託会員となった者を代理人と
して、その他本所が必要と認める場合にはその認めた者を代理人としてクリ
アリング機構に預託したものとしてみなす。 

７ 本条の規定により建玉の移管が行われたときは、当該委託者又は当該取次
委託者は、この準則その他本所又はクリアリング機構の定める規定等に基づ
き行われる取扱いについて、当該移管先の受託会員、本所又はクリアリング
機構に対して異議を申し立てることはできない。 

 
（委託者の建玉の移管に係る特例） 
第27条の２ 前条の規定にかかわらず、受託会員は、委託者との間で特段の定
めがある場合であって当該定めに該当した場合においては、当該委託者の建
玉を次の各号に掲げる方法により処理することができる。 
⑴ 当該受託会員が指定する他の受託会員へ当該顧客の建玉の移管を行う
こと 

⑵ 当該受託会員が指定する他の受託会員に、当該受託会員と当該他の受託
会員との間で合意した値段にて当該委託者の建玉の移管を行い、かつ、当
該他の受託会員が転売又は買戻しにより移管された建玉を決済すること 

⑵ 他の受託会員の取次者が受託会員となるとき当該取次者が受託会員と
なることについて、取次委託者から、あらかじめ当該変更に係る同意を受
けている場合であって、かつ、取次ぎに係る建玉を委託に係る建玉として
引継ぐ合意について本所に対し当該取次者及び当該取次者の取次ぎ先受
託会員の双方から届け出されている場合 

５ 前項第１号の規定に基づき建玉の引継ぎが行われたときは、清算機構に預
託していた当該委託者の取引証拠金（直接預託に限る。）は、当該取次者及
び引継ぎ先受託会員を代理人として、前項第２号の規定に基づき建玉の引継
ぎが行われたときは、清算機構に預託していた当該取次委託者の取引証拠金
（直接預託に限る。）は、当該受託会員となった者を代理人として、その他
本所が必要と認める場合にはその認めた者を代理人として清算機構に預託
したものとしてみなす。 

６ 本条の規定により建玉の移管又は引継ぎが行われたときは、当該委託者又
は当該取次委託者は、この準則その他本所又は清算機構の定める規定等に基
づき行われる取扱いについて、当該移管先受託会員、当該引継ぎ先受託会員、
本所又は清算機構に対して異議を申し立てることはできない。 

 
 
（新設） 
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変 更 案 現  行 
２ 受託会員は、前項の処理を行う場合には、あらかじめ他の受託会員（当該
受託会員が非清算参加者である場合には、当該受託会員及び指定清算参加
者）の承諾を受けたうえで、本所の承認を得るものとする。 

 
（預託金銭の利息） 
第30条 クリアリング機構は、委託者等からその代理人をして預託を受け管理
している取引証拠金その他の金銭及び有価証券に対して、その利息を支払わ
ない。 

 
（充用有価証券等の使用制限） 
第31条 受託会員は、商品市場における取引につき、委託者から預託を受けた
充用有価証券等及び委託者の計算に属する充用有価証券等については、委託
の趣旨に反して、担保として提供し、貸付け、その他処分してはならない。
ただし、委託者の同意を得て法第279条に基づき主務大臣の認可を受けた委
託者保護基金（以下「委託者保護基金」という。）に預託し、又は金融機関
に担保として提供し、若しくは信託する場合には、この限りでない。 

２ （略） 
 
（クリアリング機構への取引証拠金の返還請求権等） 
第32条 クリアリング機構の業務方法書に基づき、委託をした建玉の全部又は
一部について決済不履行の場合における措置が行われた場合において、委託
者は、クリアリング機構が管理している取引証拠金について返還請求権を有
しているときは、クリアリング機構が定めるところにより、クリアリング機
構に対し返還請求権を行使することができる。この場合において、取引証拠
金として差換預託された充用有価証券等は、換金処分（その費用は当該取引
証拠金の額から差し引く。）し、金銭でのみ返還が行われるものとする。な

 
 
 
 
（預託金銭の利息） 
第30条 清算機構は、委託者等からその代理人をして預託を受け管理している
取引証拠金その他の金銭及び有価証券に対して、その利息を支払わない。 

 
 
（充用有価証券等の使用制限） 
第31条 受託会員は、商品市場における取引につき、委託者から預託を受けた
充用有価証券等及び委託者の計算に属する充用有価証券等については、委託
の趣旨に反して、担保として提供し、貸付け、その他処分してはならない。
ただし、委託者の同意を得て委託者保護基金に預託し、又は金融機関に担保
として提供し、若しくは信託する場合には、この限りでない。 

 
２ （略） 
 
（清算機構への取引証拠金の返還請求権等） 
第32条 本所の定款及び業務規程に基づき、委託をした建玉の全部又は一部に
ついて違約受渡玉及び違約中間玉の処理が行われた場合には、委託者は、清
算機構が管理している取引証拠金について返還請求権を有している場合に
は、清算機構が定めるところにより、清算機構に対し返還請求権を行使する
ことができる。この場合において、取引証拠金として差換預託された充用有
価証券等又は充用外貨は、換金処分（その費用は当該取引証拠金の額から差
し引く。）し、預託された委託証拠金が充用有価証券等又は充用外貨のいず
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お、取引証拠金として差換預託された充用有価証券等の相場の変動等によ
り、返還請求権を有する額全額の返還が受けられないことがある。 

 
２ 前項の規定による請求によって返還された取引証拠金の額が、委託者の有
する債権額に不足するとき及び受託会員の弁済の額が委託者の債権額に不
足するときは、委託者は、委託者保護基金が定めるところにより、委託者保
護基金にその不足をする額を請求することができる。ただし、委託者が委託
者保護基金に請求できる債権の額は、法第210条第１号に規定する委託者資
産に係るものに限る。 

 
 
（取次者の遵守事項等） 
第37条 （略） 
２ （略） 
⑴～⑶ （略） 
⑷ 取次者は、受託会員に対して取引日ごとにクリアリング機構の証拠金規
則第 33 条に規定する各取次委託者の売建玉及び買建玉に係る情報を通知
すること。 

⑸ （略） 
３ （略） 
４ 取次者は、取次委託者が取引証拠金若しくは委託証拠金を差し入れた場
合、取次証拠金を預託した場合はクリアリング機構が定める時限までの受
託会員が指定する時限までに、当該受託会員に差し入れ又は預託するもの
とする。 

５ 取次者は、取次委託者が受渡しの決済のための金銭又は有価証券その他の
物（以下この項において「受渡代金等」という。）を差し入れた場合にあって

れであるかにかかわらず金銭でのみ返還が行われるものとする。なお、取引
証拠金として差換預託された充用有価証券等又は充用外貨の相場の変動等
により、返還請求権を有する額全額の返還が受けられないことがある。 

２ 前項の規定による請求によって返還された取引証拠金の額が、委託者の有
する債権額に不足するとき及び受託会員の弁済の額が委託者の債権額に不
足するときは、委託者は、法第６章に規定する委託者保護基金（以下「委託
者保護基金」という。）が定めるところにより、委託者保護基金にその不足
をする額を請求することができる。ただし、委託者が委託者保護基金に請求
できる債権の額は、法第210条第１号に規定する委託者資産に係るものに限
る。 

 
（取次者の遵守事項等） 
第37条 （略） 
２ （略） 
⑴～⑶ （略） 
（新設） 
 
 
⑷ （略） 

３ （略） 
（新設） 
 
 
 
（新設） 
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は、当該受渡代金等を、当該取次委託者の代理人として、クリアリング機構
が定める時限までの受託会員が指定する時限までに、当該受託会員に差し入
れるものとする。 

６ 取次者は、次の各号に該当する場合であって本所が当該取次者（以下「移
管元取次者」という。）の取引の委託の取次ぎに係る建玉を取次先受託会員、
取次先受託会員の他の取次者、他の受託会員又は他の受託会員の取次者（以
下この条において「移管先受託会員等」という。）へ移管することとなった
ときは、その旨を取次委託者へ通知しなければならない。 
⑴ 移管元取次者と移管先受託会員等（取次者にあっては取次先受託会員を
含む。以下本号及び次号において同じ。）との間で、すべての取引の委託
の取次ぎに係る建玉の移管を行う旨の契約を締結し、かつ、あらかじめ当
該契約について移管元取次者の取次委託者から同意を得ている場合 

 
 
⑵ 移管元取次者、当該移管元取次者の取次委託者及び移管先受託会員等と
の間で、当該取次委託者の取引の委託の取次ぎに係る建玉の移管を行う旨
の契約を締結している場合 

 
 

７ （略） 
８ 第６項の規定に基づき建玉の移管が行われたときは、クリアリング機構に
預託していた当該取次委託者の取引証拠金（直接預託に限る。）は、移管先
受託会員等（取次者にあっては取次者及び取次先受託会員）を代理人として
クリアリング機構に預託したものとしてみなす。 

９ 第６項の規定により建玉の移管が行われたときは、当該取次委託者は、こ
の準則その他本所又はクリアリング機構の定める規定等に基づき行われる

 
 
 
４ 取次者は、次の各号に該当する場合であって本所が当該取次者（以下「移
管元取次者」という。）の取引の委託の取次ぎに係る建玉を取次先受託会員、
取次先受託会員の他の取次者、他の受託会員又は他の受託会員の取次者（以
下この条において「移管先受託会員等」という。）へ移管を行わせることと
なったときは、その旨を取次委託者へ通知しなければならない。 
⑴ 移管元取次者と移管先受託会員等（取次者にあっては取次先受託会員を
含む。以下本号及び次号において同じ。）との間で、すべての取引の委託
の取次ぎに係る建玉の移管を行う旨の契約を締結し、かつ、あらかじめ当
該契約について移管元取次者の取次委託者から同意を得るとともに当該
契約について本所に対し移管元取次者の取次先受託会員及び移管先受託
会員等（取次者にあっては取次先受託会員）から届け出されている場合 

⑵ 移管元取次者、当該移管元取次者の取次委託者及び移管先受託会員等と
の間で、当該取次委託者の取引の委託の取次ぎに係る建玉の移管を行う旨
の契約を締結し、かつ、あらかじめ当該契約について本所に対し移管元取
次者の取次先受託会員及び移管先受託会員等（取次者にあっては取次先受
託会員）から届け出されている場合 

５ （略） 
６ 第４項の規定に基づき建玉の移管が行われたときは、清算機構に預託して
いた当該取次委託者の取引証拠金（直接預託に限る。）は、移管先受託会員
等（取次者にあっては取次者及び取次先受託会員）を代理人として清算機構
に預託したものとしてみなす。 

７ 第４項の規定により建玉の移管が行われたときは、当該取次委託者は、こ
の準則その他本所又は清算機構の定める規定等に基づき行われる取扱いに
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取扱いについて、当該移管先受託会員等、本所又はクリアリング機構に対し
て異議を申し立てることができない。 

 
（会員の自己の計算によるギブアップの要件等） 
第40条の３ 前条の規定にかかわらず、付替元会員が自己の計算により成立し
た売買約定を当該付替元会員が委託している付替先受託会員にギブアップ
しようとする場合又は付替先会員が付替元受託会員に委託して成立した売
買約定を当該付替先会員の自己の計算による売買約定としてギブアップし
ようとする場合には、付替先受託会員又は付替先会員のテイクアップ申出が
あることを条件にこれを行うことができるものとする。 

 
２～５ （略） 
 
（とうもろこし及び粗糖の受渡しによる決済の特例） 
第41条 （略） 
２ 委託者は、クリアリング機構の定める取引受渡証拠金を、当該受渡しが決
定した日の午後３時までに受託会員に差し入れるものとする。この場合にお
いて、当該取引受渡証拠金は、第７条を準用するものとする（以下この準則
において同じ。）。 

３ 前項の取引受渡証拠金を差し入れた後において、クリアリング機構がその
基準額を変更したときは、売方買方の双方又はその一方の委託者は、受託会
員の請求に基づき取引受渡証拠金の追加額を差し入れるものとする。 

４～10 （略） 
11 前各項に規定する場合のほか、とうもろこし及び粗糖の受渡しに関する必
要な事項については、本所の業務規程及び受渡細則並びにクリアリング機構
の業務方法書によるものとする。 

ついて、当該移管先受託会員等、本所又は清算機構に対して異議を申し立て
ることができない。 

 
（会員の自己の計算によるギブアップの要件等） 
第40条の３ 前条の規定にかかわらず、付替元会員が自己の計算により成立し
た売買約定を当該付替元会員が委託している付替先受託会員にギブアップ
しようとする場合又は付替先会員が付替元受託会員に委託して成立した売
買約定を当該付替先会員の自己の計算による売買約定としてギブアップし
ようとする場合には、あらかじめ本所の承認を受けた場合につき、付替先受
託会員又は付替先会員のテイクアップ申出があることを条件にこれを行う
ことができるものとする。 

２～５ （略） 
 
（とうもろこし及び粗糖の受渡しによる決済の特例） 
第41条 （略） 
２ 委託者は、本所の定める取引受渡証拠金を、当該受渡しが決定した日の午
後３時までに受託会員に差し入れるものとする。この場合において、当該取
引受渡証拠金は、第７条を準用するものとする（以下この準則において同
じ。）。 

３ 前項の取引受渡証拠金を差し入れた後において、本所がその基準額を変更
したときは、売方買方の双方又はその一方の委託者は、受託会員の請求に基
づき取引受渡証拠金の追加額を差し入れるものとする。 

４～10 （略） 
11 前各項に規定する場合のほか、とうもろこし及び粗糖の受渡しに関する必
要な事項については、本所の業務規程及び受渡細則によるものとする。 
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（米穀（新潟コシ、秋田こまち及び宮城ひとめ）の受渡しによる決済の特例） 
第42条 （略） 
２～8 （略） 
９ 前各項に規定する場合のほか、米穀の受渡しに関する必要な事項について
は、本所の業務規程及び受渡細則並びにクリアリング機構の業務方法書によ
るものとする。 

10 （略） 
 
（冷凍えびの受渡しによる決済の特例） 
第43条 委託者は、冷凍えびの取引を受渡しにより決済しようとするときは、
第16条及び第21条の規定にかかわらず、本条の規定により行うものとする。 

２～５ （略） 
６ 前各項に規定する場合のほか、冷凍えびの受渡しに関する必要な事項及び
受渡方法の特例については、本所の業務規程及び受渡細則並びにクリアリン
グ機構の業務方法書によるものとする。 

 
（削る） 

 
 
第65条～第68条 （削除） 
 
 
 
 
 

 
（米穀（新潟コシ、秋田こまち及び宮城ひとめ）の受渡しによる決済の特例） 
第42条 （略） 
２～8 （略） 
９ 前各項に規定する場合のほか、米穀の受渡しに関する必要な事項について
は、本所の業務規程及び受渡細則によるものとする。 

 
10 （略） 
 
（冷凍えびの受渡しによる決済の特例） 
第43条 委託者は、冷凍えびの取引を受渡しにより決済しようとするときは、
第16条及び第21条の規定にかかわらず、本条の規定により行うものとする。 

２～５ （略） 
６ 前各項に規定する場合のほか、冷凍えびの受渡しに関する必要な事項及び
受渡方法の特例については、本所の業務規程及び受渡細則によるものとす
る。 

 
第12章 停止商品市場と開設商品市場の建玉及び注文の処理の移管の特例 

 
（停止商品市場と開設商品市場の建玉及び注文の処理の移管の特例） 
第65条 本所又は他の商品取引所が商品市場を構成する全部又は一部の上場
商品等（上場商品若しくは上場商品指数又は上場商品構成物品若しくは上場
商品指数対象物品をいう。以下この章において同じ。）の立会を停止し、同
時に他の商品取引所又は本所が立会を停止する商品取引所の商品市場を構
成する全部又は一部の上場商品等から構成される商品市場を開設し、又は既
に開設している商品市場に当該上場商品等を追加する場合（既に取引されて
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いる上場商品等について別建ての取引を開始する場合を含む。）であって、
停止商品取引所（停止商品市場（立会を停止する商品市場の上場商品等のう
ち他の商品取引所又は本所が開設し、又は既に開設している商品市場におい
て取引を行う上場商品等の集合体をいう。以下この章において同じ。）に係
る商品取引所をいう。以下この章において同じ。）、開設商品取引所（開設
商品市場（停止商品取引所の商品市場を構成する全部又は一部の上場商品等
から構成される商品市場を開設し、又は既に開設している商品市場に当該上
場商品等を追加する場合（既に取引されている上場商品等について別建ての
取引を開始する場合を含む。）の当該商品市場をいう。以下この章において
同じ。）に係る商品取引所をいう。以下この章において同じ。）及び清算機
構が建玉及び注文の処理の移管の取扱いその他の事項について特例を講じ
ようとするときは、業務規程及びこの章の規定の定めるところによる。 

 
（特例を講じる場合の委託者への通知等） 
第66条 停止商品市場の受託会員（株式会社商品取引所にあっては「受託取引
参加者」という。以下この章において同じ。）は、停止商品取引所から前条
の特例を講じようとする旨の通知を受けたときは、委託者に対し、その内容
を速やかに通知しなければならない。 

２ 開設商品市場の受託会員は、開設商品取引所から前条の特例を講じようと
する旨の通知を受けたときは、委託者に対し、その内容を速やかに周知しな
ければならない。 

 
（約定値段等の特例） 
第67条 委託に係る取引の値洗損益金通算額及び売買差損益金の計算にあた
っては、停止商品市場の約定値段等を開設商品市場の約定値段等として取り
扱う。 
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第12章 特定の勧誘を経てなされた商品取引契約の締結の特例 
 
（特定の勧誘に基づく契約） 
第69条 （略） 
２ この章に定めのないものについては、第１章から第11章までに定めるとこ
ろによる。 

 
第13章 商品先物取引及び金融商品デリバティブ取引に係る証拠金等の一体

管理の特例 
 
（特定会員による証拠金等の一体管理） 
第72条 特定会員（金融商品取引法の一部を改正する法律（平成24年法律第86
号。以下「金融商品取引法改正法」という。）附則第４条に定める特定会員を
いう。以下同じ。）である受託会員（清算参加者である場合に限る。）は、本
所の開設する商品市場における取引に係る口座及び株式会社大阪取引所（以
下「大阪取引所」という。）の開設する取引所金融商品市場における商品関連
市場デリバティブ取引（金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第２条第８
項第１号に定める取引をいう。以下同じ。）に係る口座（商品関連市場デリバ
ティブ取引以外の取引が行われないよう適切な措置が講じられている口座

 
（委託者の遵守事項） 
第68条 委託者は、業務規程及びこの章に基づく処理に関して、受託会員、開
設商品取引所又は清算機構に対し異議を申し立てることができない。ただ
し、受託会員、開設商品取引所又は清算機構に故意又は重過失が認められる
ときは、この限りでない。 

 
第13章 特定の勧誘を経てなされた商品取引契約の締結の特例 

 
（特定の勧誘に基づく契約） 
第69条 （略） 
２ この章に定めのないものについては、第１章から第12章までに定めるとこ
ろによる。 

 
（新設） 

 
 
 
（新設） 
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に限る。）を設定した委託者を対象に、証拠金等の一体管理（本所が別に定め
る取扱いをいう。）を行うことができる。 

２ 前項の取扱いについて必要な事項は、本所が別に定める。 
 
附則 
１ 令和２年６月18日開催の理事会において決議された第１条（受託契約準則
への準拠及び遵守）、第２条（定義）、第７条（取引証拠金の差し入れ又は
預託）から第11条（取引証拠金の額及び差し入れ又は預託の時期）まで、第
13条（取引証拠金預り証の発行）、第16条（受渡しによる決済）、第18条（差
し入れ又は預託を受けた金銭等による債務の弁済）、第22条（委託者に対す
る定期的な残高の照合等）、第24条（臨機の場合の措置等）、第27条（建玉
の移管）、第30条（預託金銭の利息）から第32条（クリアリング機構への取
引証拠金の返還請求権等）まで、第37条（取次者の遵守事項等）、第40条の
３（会員の自己の計算によるギブアップの要件等）、第41条（とうもろこし
及び粗糖の受渡しによる決済の特例）から第43条（冷凍えびの受渡しによる
決済の特例）まで及び第12章の章名の変更、第24条の４（ポジション保有状
況の改善指示を受けた受託会員が行う措置等）、第27条の２（委託者の建玉
の移管に係る特例）、第13章及び第72条（特定会員による証拠金等の一体管
理）の新設、第65条（停止商品市場と開設商品市場の建玉及び注文の処理の
移管の特例）から第68条（委託者の遵守事項）までの削除並びに第11条の２
（削除）の削るは、令和２年７月27日又は農林水産大臣の認可の日（令和２
年７月１６日）のいずれか遅い日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、天災地変その他やむを得ない事由により、同項
に定める日に施行することが適当でないと本所が認める場合は、理事会が定
める日を新たに施行する日とする。この場合において、施行に際し必要な事
項については、理事会がその都度定めることとする。 

 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


	プレスリリース_200720（認可について）
	バインダー5
	定款認可（農林水産省指令２食産第２２２８号）
	定款、業務規程及び受託契約準則の変更_理由書_新旧対照表について
	業務規程等認可（農林水産省指令２食産第２２２９号）
	定款、業務規程及び受託契約準則の変更_理由書_新旧対照表について
	第10節　受渡しの決済の方法
	第９章　停止商品市場と開設商品市場の建玉及び注文の処理の移管の特例



